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本稿は明治 10年代から大正初年までの時期におけ
る職業教育訓練の近代化の過程を考察の対象としてい
るO 開国から幕末維新期をへて新たに出現した経済体
制のもとでの職業教育訓練の展開は，近代産業社会の
発達と軌をーにしている O 急速な産業技術の進展とそ
れがもたらす社会経済の変容に対応して職業教育訓練
に関する様々な法制度の構築が進められた。
維新政府の財政破綻を受けて発動された「松方財
政Jは周知の通り 大増税と徹底したデフレ政策によ
り地方の農村と中小商工業を破壊し 庶民を賃労働へ
と駆り立て岬吟させた。その一方で，官業払下げと巨
額の助成金の支出に より一部政商に資本を集中し，国
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家規模での資本の原始的蓄積を強行した。こうして近
代産業発展の条件となる資本と労働力の準備が整つ
たO
この時期，職業教育の学校制度における組織化は，
普通教育に比して大きく遅れる o 1883年の農学校通
則と翌年の商業学校通則の公布をもって一般に学校職
業教育の出発点とされているが，これらの法令自体が
「松方財政j の影響を受け実施を見ることなく間もな
く廃止されている O 職業教育は文部行政からではなく
農商務行政における産業政策として制度化に向けた検
討が重ねられた。農商務省は，産業の実態を顧みな
い，無謀な最新技術の導入を批判し，地に足のついた
産業近代化を進め 現実の産業の要請に確実に応えら
れる産業政策の視点に立った職業教育訓練を追求し，
そのための活発な議論が行なわれた。そこでの議論は
1890年代前半に至って「徒弟学校規定J(明治 27年
省令20号)， I実業補習学校規定J (明治 26年省令 16
号)の制定となって実を結ぶ 。これらの制度を実施す
るための財政的裏付けとして「実業教育費国庫補助
法J(明治 27年法律21号)が公布され，これ以降，
職業教育関係の諸学校は急速に普及していく O
近世以来の伝統的な職業教育訓練のシステムである
徒弟制度は，近代産業における企業内教育の中に存続
し，日露戦争前後から著しく発展する重工業が渇望し
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た熟練労働力の養成手法として期待された｡工場内学
校における学理の学習と徒弟制による技能の習得を統
合し熟練工を養成する試みがなされた｡このような近
代産業社会における徒弟制度の変遷に関わる社会経済
的な諸要因についての検討も行なわれる｡農商務省
は,発展する工場制度の下での｢職工保護｣の必要性
を早くから認識しており労働保護の立法化を検討して
いた｡産業政策としての職業教育訓練の制度化に関す
る議論はこの労働保護立法の推進と表裏一体のもので
あった｡このような農商務省の取組みが｢工場法｣と
して実現するまでには産業界の異論もあり実に長い年
月を要した｡
Ⅰ　国家主導の経済開発
日本の資本主義は欧米列強に大きく遅れて発展を始
めた｡その発達は政府の上からの指導･育成によると
ころが大変に多かった｡明治維新以降,明治13年頃
までは模範官営政策が盛んに行われた｡それ以後は模
範官営政策をやめ,多くの官営工場を民間に払下げ,
民営産業保護の政策に転換した｡その後,このような
保護政策は長く行われ,政治の経済に村する優位が継
続した｡
この背景には安政条約以来,治外法権が認められ
ず,関税自主権なしに近代産業の育成を図らねばなら
なかったことがある｡条約改正のために不断の努力が
払われたが,その道程は容易ではなかった｡治外法権
は明治32年に達成されるが,日清戦争の勝利と軽工
業を中心とした近代的機械制生産の確立を経なければ
ならなかった｡関税自主権は明治44年にようやく達
成されるが,日露戦争の勝利と重工業の確立を待って
のことであった｡明治期を通じて保護関税なしに半植
民地的な交易条件の下で近代資本主義の助長,育成に
務めなければならなかった(土屋喬雄『日本資本主義
史上の指導者たち』 6頁)｡
1通貨の安定と財政の引締め
松方正義は明治13年6月に｢財政管窺概略｣を提
出し,紙幣整理のほか,貿易の振興,官営事業の民間
払下げ,外国品購買の節約等の方針を主張している｡
この後,政府は同年11月,工場払下げの概則を定
め,工業勧奨のため官設の工場,鉱山を漸次民間の営
業に移行することとし,これを各省に令達した｡また
海外支払い経費は関税その他から収入する正貨の範囲
にとどめる政策をとった｡その結果,官吏,留学生の
外国派遣,外国人の雇用,外国商品の購入等は節約さ
れ,邦人雇用,国産品使用を奨励するとともに,輸出
振興のため在来産業の発達に一層の努力が払われた
(土屋喬雄『日本資本主義史上の指導者たち』 64頁)｡
明治13年当時,紙幣価値の暴落と物価の暴騰,公
債の下落,金利の高騰が著しく,産業経済を圧迫する
ことから,不換紙幣の整理を中心とした財政･経済政
策の転換が行われた｡この年の11月,布告48号が出
され,翌14年10月松方正義が大蔵卿に就任し,この
整理が強行された｡
明治13年の布告48号により,政府は増税と国庫支
出節減に政策の舵をきった｡地方の税負担を増やし,
官営工場の民間払下げを実施した｡紙幣整理のための
原資として酒税を増税し,官費を節減し,地方負担を
増やした｡さらに政府は売薬印紙税,醤油税,菓子税
などの新税の創設を進め,紙幣の償却を強行した｡し
かし,これにより深刻な不況をひき起こした｡
一方で,近代資本主義経済の発展には,全国統一の
貨幣制度とこれを支える中央銀行の存在が必要であ
り,政府は中央銀行を設立して允換制度の確立を企図
していたが,正貨の不足がこれを妨げていた｡政府は
直輸出政策をとるとともに,横浜正金銀行に委託して
海外荷為替業務を行い正貨準備を蓄えた｡明治15年
6月｢日本銀行条例｣が発布され10月に中央銀行で
ある日本銀行が開業した｡
紙幣整理の進捗にともない物価は下落し,金利は低
下し,公債相場も額面近くまで持ち直し,紙幣価値も
漸次回復した｡明治17年5月｢允換銀行券条例｣が
制定され,日本銀行は翌年初の究換銀行券を発行し
た｡これにより通貨流通は安定し,正常に復した｡明
治32年には不換の政府紙幣及び銀行券は完全に流通
からその姿を消した(土屋喬雄『続日本経済史概要』
98頁)｡
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2　軽工業の発展と農業経営の変容
日清戦争の前,近代的工業は顕著な発展を示してい
たが,その勝利は近代的工業の発達に大きな刺激を与
え,その飛躍的発展をもたらした｡このような鉱工業
の飛躍的発展に対して農業は停頓にも等しい状況が続
いた｡しかし,近代産業の確立過程において農業も著
しく商業化され,資本主義の経済に組み込まれていっ
た｡これまでの農村における農耕と家内手工業の結合
とりわけ衣料品の自給が破壊され,多くの農産物が商
品化された｡栽培作目のなかでも軽工業の原材料とな
る綿,桑等の栽培が著しい変化を遂げた｡綿は激減
し,桑が激増した｡
綿花栽培が輸入綿花に圧迫され,凋落を始めたのは
明治10年以前からであった｡綿紡績業の発達につれ
て,国内綿花栽培の保護奨励が行われたが安価な中
国,インド産の綿花輸入が年ごとに増加し,国内綿の
価格は下落を続けた｡一方で,綿紡績業界からは綿花
輸入関税の撤廃が要望されていた｡綿作は農家経済に
おいて重要な地位にあったが,安価な原材料の利用は
国家一般の利益に繋がるとして,明治29年に綿花輸
入関税が撤廃された｡綿花栽培は輸入綿花の圧迫の前
に急速に縮小した｡同じく藍,麻などの作目も凋落し
た｡明治期前半に重要輸出品の一つであった茶も作付
けが減少した｡これは品質の面で外国からの需要が減
少したことによる｡
これらの作付の減少に代わって,桑園は驚異的な増
加を示した｡製糸業は輸出の大半を担うようになり輸
出産業として繁栄した｡このため農村では養蚕業,し
たがって桑園栽培がもっとも有利な貨幣収入をもたら
した｡桑園の増加は綿作の凋落と逆行して明治10年
代からみられたが,日清戦争の後の製糸,絹織物工業
の発展によってさらに著しくなった｡秋蚕法の発達に
より農繁期を避けて,刈り入れ前を利用した養蚕が可
能になったことも繭生産の増大をもたらした(土屋喬
雄『続日本経済史概要』 150頁)｡
日清,日露の対外戦争を経て工業は大いに発展した
が,これに対して農業生産性は低位にとどまった｡し
かし農業の商業化は進み,農村の自給自足的な経済
は,資本主義的大産業の発達によって益々切り崩さ
れ,市場を目的とした農業生産が増大した｡
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世界の生糸市場とりわけアメリカ市場に依存した養
蚕が農業経済において大きな比重を占めるようにな
り,農村における資本制生産の浸透は一層進んだ｡明
治30年前後に比して大正初めの養蚕農家の経営規模
は2倍になっている｡明治期末の農家の約3割が養蚕
を営んでおり,これを本業として営むものも少なくな
かった｡
日露戦争以後も中小地主と自作農が減少する一方
で,大地主と零細土地所有者の増加,小作地の増大と
自小作農及び小作農の増加の傾向が続いた｡ 5反未満
の小所有と10町歩以上の大所有が増加し,その中間
の所有が減少し,中小地主の没落と零細及び大土地所
有の増大が顕著であった｡小作農の増大は農家の経営
規模の細小と結びついていた｡大正元年の農務局｢農
家副業に関する調査｣では,経営面積が1町歩以下の
農家が全体の7割を占め,その耕作農地だけでは生計
を立てられない実態を指摘している｡そのため副業あ
るいは賃金収入による補充が不可欠であった｡また農
家収入のうち副業及び雑収入の部分は東北で1割,関
西では2割6分に達し,養蚕,果実や野菜の栽培が現
金収入の途として発達した｡そして,この調査は農業
労働力の全国的な余剰を指摘している(土屋喬雄『続
日本経済史概要』 231頁)｡
3　近代産業の発達
(1)繊椎工業の確立
近代工業が日清戦争の前後の時期に確立するがそれ
は全面的なものではなく,繊維工業における確立で
あった｡明治20年から35年の15年間に会社の総資
本高は13倍となった｡そして工場の大部分は繊維工
場で製糸,紡績,織物の工場であった(明治33年の
｢工場調査｣)｡欧米の発達した機械生産の輸入移植に
より,明治20年代には繊維工業の生産能率は飛躍的
に向上し,紡績のほとんどが機械工場で行われるよう
になり手紡は駆逐された｡国内紡績業は多いに発展
し,輸出が激増した｡国内生産の4割近くにのぼる綿
糸は,ほとんどが東洋の市場に送られた｡明治27年
には綿糸輸出関税が,同29年には綿花輸入関税が撤
廃され,紡績業は世界的興隆を遂げることになった｡
製糸業でも機械生産が導入され,重要な輸出産業とし
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て繁栄した｡しかし,その機械化の程度は紡績業と比
して低く,広範な手工業的小経営との併存と競争が続
いた｡織物工業も漸次機械化を進めたが,織物業にお
ける小経営と家内工業の著しい低賃金の存在,そして
品種の多様さという商品特性のため機械制生産の発展
は緩慢で,広範かつ長期にわたって小規模経営と家内
工業が併存した(土屋喬雄『続日本経済史概要』 165
質)｡
(2)鉱業の発達
鉱業とりわけ鉄鉱,石炭の産出は近代的大工業の発
展にとって基礎的条件である｡政府は鉱業近代化政策
のもとに重要鉱山を官営とし,多額の資本投下を行っ
た｡その後,払下げを行い明治17年以降は三井,≡
秦,古川等の大資本が操業にあたった｡この間,鉱業
技術は飛躍的に発展した｡手掘りから圧縮空気を利用
したシュラム機の導入により生産性は3倍に向上し,
さらに明治35年のウオーターライナー機の導入で16
倍にまで急伸した｡
製鋼は兵器国内自給の方針に沿って官営工場で発達
し,各地の造兵廠で新型鋼炉を設置して行われ,陸海
軍の兵器製造が主であった｡明治34年に開業した八
幡製鉄所も官営中心で,本格的に近代的な製鉄,製鋼
業が発展するのは日露戟争を経た後のことである｡明
治30年に至っても銑鉄は輸入と国内生産が相半ばし
ていたが,鋼のほとんどは輸入に依存していた(土屋
喬雄『続日本経済史概要』 179頁)｡
4　インフラの整備
(1)鉄道業の発達
椎新政府の近代産業の保護育成策と紙幣整理を経て
蓄積された民間資本は,漸次近代産業に向い,明治
20年前後の投資の中心的な対象は鉄道業であった｡
明治20年に｢私設鉄道条例｣が公布され鉄道業の保
護育成と統制が行われ,私設鉄道は著しい発展を遂げ
る｡明治24年末までに私設鉄道は営業距離において
官設鉄道の2倍に達していた｡明治25年6月には
｢鉄道敷設法｣が公布され,幹線国営の方針が示され
たが,日清戦争後の好景気には再び私設鉄道は顕著な
発展を遂げることとなった｡
鉄道は繊維工業における機械制生産の確立のための
不可欠の条件として急激に発達した｡近代工業は大量
の原料と製品を迅速に運ぶ運輸手段なしには成立しな
い｡その鉄道の発達は必要な動力車,車輪,レール,
信号設備などの生産すなわち重工業の発達を促す｡明
治20年代には鉄道院直営工場で汽車製造が行われる
ようになった｡また鉄道用の機械製造は漸次民間資本
によっても企てられ,明治29年には大阪に汽車製造
会社,名古屋に日本車輔等が設立された｡
鉄道の敷設と延長そして輸送力の増大は,在来の農
村の自給自足的経済を急激に解消し,工業製品の販路
を拡大するとともに,食料,工業原料の大量かつ敏速
な輸送を可能にし,地域の産業開発を促進することに
なった(土屋喬雄『続日本経済史概要』 189頁)｡
(2)海運業の発達
明治18年に設立された半官半民の日本郵船は同26
年の商法の施行により民間企業に転じた｡東洋汽船,
大阪商船などともに経済発展に対応して沿海運輸から
遠洋航路へと進出した｡明治26年末には航路を朝
鮮,中国,インド,太平洋に広げ,船舶数400隻, 16
万トンに達した｡日清戦争は海運業に未曽有の発展を
もたらし,世界的規模に拡大していった｡とくに日本
郵船は政府の保護をうけて明治29年にはヨーロッ
パ,北米,オーストラリアの3大航路を開き,世界的
な大汽船会社となった｡また同年には軍事上,経済上
の航海業保護の必要から｢航海奨励法｣が公布され,
大型高速鋼鉄船の建造には奨励金が交付されることに
なった｡明治30年には浅野回漕部から設立された東
洋汽船が,香港,サンフランシスコ航路を開設した｡
民間造船業も明治33年には100社に達しており,巨
大船舶の建造が進んでいた(土屋喬雄『続日本経済史
概要』 197頁)｡
(3)郵便電信電話の発達
郵便事業も,運輸の発達とりわけ鉄道の伸長にとも
ない急速に発展した｡明治18年には逓信省が設置さ
れ郵便,電信,電話を統一的に管理することとなっ
た｡明治33年には｢郵便法｣が公布され近代郵便制
度が確立する｡明治20年から33年までの間に取扱郵
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使物の数は7倍にも増えた｡また明治23年には公衆
通信に用いる電線の架設についての｢電信線電話線建
設条例｣が制定され,電気通信も著しく発展した｡明
治30年には鹿児島と台湾の間に海底ケーブルが開通
している｡明治33年の｢電信法｣公布により法制の
統一が図られた｡電話は東京,横浜についで明治25
年に大阪,神戸でも運用が開始されたが著しい伸びは
みられなかった｡しかし日清戦争を通じた政治,経
演,社会の発達にともない電話に対する需要が急増し
たため,明治29年に政府は7カ年計画で公債を発行
して事業拡張を進めることになった｡これにより施設
設備はもちろん加入者数も著しく増加した｡明治32
年には東京と大阪の間で長距離電話の運用が始まった
(土屋秀雄『続日本経済史概要』 199頁)｡
5　貿易の発展と対外進出
日清戦争を契機とした近代工業の急速な勃興によ
り,貿易もまた飛躍的に伸長した｡大規模な機械生産
が確立し,中国,朝鮮に新たな国外市場が開かれ,原
料資源の獲得の途が開かれた｡明治20年から32年ま
での間に輸出額は4倍に増えた｡輸入も5倍に増えて
いる｡
明治20年代に入ると,近代産業の著しい発展とと
もにその保護助長のために貿易に対する自主的政策が
益々必要とされてきた｡安政の不平等条約の改正は重
大な政治課題となった｡困難な交渉を経て明治27年
にイギリスとの間で,公正な相互の利益を基礎として
従来の条約を改正する｢日英通商航海条約｣が締結さ
れた｡引き続いてアメリカ,イタリア,ロシアなど
14カ国との間でも条約を改正し,対等を原則とした
外交関係への一歩を踏み出した｡これにより,治外法
権の撤廃,内外国人雑居,原則としての関税自主権の
確認が行われた｡
明治30年3月に｢関税定率法｣が公布され,同32
年から実施された｡輸出税を全廃し,輸入品に対して
は,これまで5%以下の低い輸入関税とされ外国の先
進産業の圧迫を受けていたところを,最大40%の保
護関税が一応実現し,国内産業の保護助成が可能と
なった｡
しかし,この条約改正により決定された関税率は,完
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全に自主的に定められたものではなかった｡当時の関
税制度は国定税率と協定税率が併用されており,各国
に対して相当数の品目について協定税率が残されてお
り,最高15%とされ,多くは10%であった｡そのた
め重用輸入品に対する関税制限も,国内産業の保護助
成の機能を果たしえなかった｡
日清戦争の戦勝は日本を列強に加わらしめる契機と
なり,政治的経済的な対外進出が確保された｡急速な
繊維工業の発展はその販路を中国,朝鮮に求めること
になり,諸外国と競合しつつ進出を図った｡明治27
年には朝鮮の輸入額の5割近くを日本製品が占めるよ
うになった｡明治29年には中国との通商条約が締結
され上海,厘門などに邦人居留地が設けられた｡また
マニラ,香港,シンガポールをはじめとしてアジア各
地に領事館そして三井物産や横浜正金銀行の支店など
経済的進出のための拠点が設けられた｡明治34年に
は輸出貿易の半分はアジア向けとなり,朝鮮の輸入額
の8割までを日本が占め,その経済的な支配権を完全
に掌握するところとなった｡
明治のはじめ貿易のほとんどは外商の手にあり,商
権回復のための努力がなされてきたが,日清戦争前に
おいても8割以上を外商によって取扱われていた｡日
清戦争後は邦商の取扱高が40%近くを占めるように
なった｡貨幣制度の整備と為替及び物価の安定,そし
て当時の世界的な銀の暴落に影響され,この時期に対
外貿易は著しい発展をとげた(土屋喬雄『続日本経済
史概要』 202頁)｡
6　重工業の確立と関税自主権の回復
日露戦争後における工業の発展を特徴づけるのは,
重工業部門の確立である｡重工業の確立は軽工業発展
を基礎として,日清,日露の戦勝よる原料,資源の確
保,さらに軍事的必要が加わったことによってもたら
された｡この時代の著しい大工業の発展は,明治36
年から大正3年の間において工場数及び労働者数がほ
ぼ倍増したことによって示される｡動力を使用する工
場は2.7倍強となり,とりわけ機械工場では4倍に増
加した｡
日露戦争後の経済発展は国際関係における日本の位
置を高め,関税自主権を回復させた｡明治32年の条
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約改正でもなお残っていた幾多の制約が払拭され,同
44年の条約改正でついに関税自主権を確立するに
至った｡安政条約の締結以来53年目のことである｡
そして国内の近代産業に対する保護政策を基調とした
新たな関税制度が設定された｡新税率は,無税から最
高25%で,経済事情に即応した保護政策が具体化さ
れた｡原料品の輸入については概ね非課税または5-
10%の低率とし半製品は30-40%,完成品について
は40-60%で,輸入関税は平均30%となった｡これ
により国庫への関税収入も増大した｡
貿易における商権も急速に回復し,外商の手から対
外貿易を取り戻すことになった｡明治33年の時点で
も輸出入ともに6割以上が外商の手にあったが,日露
戦争を契機として外商と邦商の取扱高は逆転し,邦商
が半数以上を占め,貿易の支配権を掌握することに
なった(土屋喬雄『続日本経済史概要』 244頁)｡
Ⅱ　松方財政と原始的蓄積
椎新政府は封建諸勢力を打倒して近代的諸制度を移
植育成したが,そのためには膨大な経費を必要とし
た｡このために一方で地租改正を行って高額の金納地
租を確保したが,それだけでは賄いきれず,借入金や
公債,政府紙幣の発行でこれを補った｡こうした政策
の行き詰まりを打開し,産業化の基礎を確立すること
が,明治13年から18年にかけて実施された紙幣整理
を中心とする財政経済政策の転換であった｡
紙幣整理の結果,在来産業は深刻な状況に置かれ,
とくに農業部門で顕著であった｡重い税負担と高利貸
しの諌求の下で,中小零細農民は続々とその土地を失
い,自小作,小作,年季奉公,日雇いへと転落して
いった｡その他にも倒産した中小商工業者,旧士族も
多数あらわれた｡これらの中から近代産業の発展に必
要な労働力が生み出された｡とりわけ当時の軽工業に
おいて主力をなしていた女子労働力はこうした貧農の
家庭から供給されることが多かった(細谷39頁)｡
1地方産業の没落と国民生活の惨状
移植大工業の導入,軍事力の整備,西南戦争の戦費
支出などで紙幣を乱発しインフレを克進させ,さらに
移しい銀貨の海外流出に見舞われた推新政府は松方正
義を大蔵卿に指名してこの対策にあたった｡松方の行
なった政策のうち紙幣整理と増税とが,地方産業に激
甚な影響を及ぼした｡明治13年に1億6000万円に達
していた通貨流通高が同17年には1億2000万円余り
になり,約4000万円の紙幣が償却された｡これが激
しいデフレをひき起こした｡このため明治14年に1
石(150kg) 10円59銭であった米価は3年後の17年
には半分の5円29銭にまで下落した｡他の農産物に
ついても同様であり,しかも一般物価以上に農産物価
格の下落幅が大きかった｡このための農家経済は大幅
な赤字となり,農地価格もこの間に半分ないし3分の
1に低落した｡
また,地租を初めとして各種租税の強化,醤油税,
菓子税などの新設,国税,地方税の増税が断行され
た｡これにより税の総額は明治13年の7900万円から
明治15年には1億233万円となり,わずか2年で3
割も増税されている｡さらにこの額は年々漸増して
いった｡農産物価格や農地価格が半分以下になる中で
の大増税により,農家は生活と納税に窮して,土地を
抵当に入れて返せる見込のない借金を重ね,あるいは
二束三文で農地を手放すことになり,しかもなお,村
を挙げて公売処分を受ける地域さえ見られた｡明治
17年12月に農商務省から公刊された『興業意見』に
は,極度に疲弊した地方の実態が克明に記録されてい
た｡
明治14年に始まる松方財政のデフレ政策により,
同17年当時の地方経済は,農商工いずれも殆ど衰退
を極め,疲弊甚だしく,容易ならざる事態となった｡
農商工業の没落と停滞のもとで,住民の生活も名状し
難い困難に陥っていた｡負債が増えて不動産を売却す
るか,抵当に入れなければ生活を維持できないものが
最も多く,草の根を採取して食糧とする例も見られ
た｡農家は充分な肥料を用意できず収穫も半減し,負
債の返済もおぼつかない｡甚だしい場合は,税金を
まったく納められず村を挙げて公売処分を受けること
になった例もある｡この時期,借金をしている農家は
全体の8割に及び,抵当に入れられた土地は総面積の
5割前後に達していた｡各県とも,この抵当地を将
莱,農家が自己の所有地として再び維持することは殆
近代職業教育訓練の光と陰一徒弟制度の衰類と労働保護立法の端緒-
ど絶望的であるとの見通しを持っていた｡地方の実態
は商工業においても例外ではなかった｡休業,廃業に
追い込まれるものが続出し,しかも転業を試みてもそ
の資金が得られず,また農業に戻ろうとしても不馴れ
でうまく行かず,賃労働に就いても生活が成り立たな
いという有り様であった｡士族階層はさらに惨めな生
活状態に陥った｡このような産業と国民生活の惨状
は,まさに松方財政の帰結であった｡
2　農村中小地主層の没落
紙幣整理の過程において中小地主層の急速な没落が
促進された｡明治20年前後において抵当地の抵当流
れとなるものが非常に多く,中小地主の数が著しく減
少し,小農は益々小農となり,小作地が著しく増加し
た｡こうした中で農村への資本主義的な商品経済の浸
透は,地主と小作人の隷属関係を多少とも希薄化さ
せ,これまでの封建的隷属関係から土地の貸借にもと
づく契約関係へと推移した｡また近代工業が農村の過
剰人口を吸収するようになり,小作料は低下の傾向を
示すようになった｡この傾向は都市の周辺でとくに著
しい(土屋喬雄『続日本経済史概要』 158頁)｡この
ように小作料の幾分の軽減,小作関係の近代化が進ん
だとしても,小作農の経営はほとんど利潤を得られな
かった｡ 5反歩を耕作する小作人の年間所得は50円
であったのに対し,職人のそれが120-135円,日雇
人足が90-100円であって,収入の面でも大変に劣悪
な状態におかれていた(横山源之助『日本の下層社
会』岩波書店･明治31年)｡
3　農商務省『興業意見』の視点
松方財政は極度のデフレ政策と大増税により地方産
業から徹底的に資本を収奪し,他方で,殆ど無償に近
い形で一部の特権的政商に官業払下げを行い,しかも
従来以上に手厚い保護を与え,さらに軍備拡張と鉄道
建設を急いだ｡近代産業の育成を急ぐ余り,その原資
である国力の実態を顧みない,無謀な国家規模での資
本の本源的な蓄積が強行されていた｡
農商務省の『興業意見』は,このような諸政策が各
方面で破綻を来していることを指摘し,今後の政策の
出発点を｢国民生活の向上｣に求めている｡負債を償
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却し,貯蓄の余裕を生み,資力を付けることが先決で
あり,それによって自ずから諸産業は復興し,政府の
歳入も増加し,軍備,教育を初めとしたインフラの整
備も進むとしている｡維新政府は欧米の先進技術の導
入を促進し,近代化への刺激とはなったが,それは盲
目的直訳的移入の傾向を免れなかった｡この点を反省
し現実的段階的な前進を主張し,同業組合の結成,巡
回教師による技術の向上普及,諸研究施設の設置等を
具体的に提示している｡
また『興業意見』は,地方産業の優先的近代化の視
点に立ち,地方の農商工業を始発点とする漸進的近代
化をを唱えた｡地方の諸産業を振興する殖産興業のた
めの資本の確保こそ先決であるとし,経済の現実に対
応した妥当な地に足のついた段階的な発展を訴えた｡
『興業意見』は,このための具体的な政策構想とし
て,江戸期の国内政策,欧米の諸制度を参考にし,さ
らに膨大な国内の｢実態調査｣をふまえて,農工商各
部門の振興に必要な立法と組織,機関,施設の整備を
列挙している｡この中には駒場農学校の農業大学校
化,獣医学校,農業試験場,農業巡回教師,農産陳列
所,蚕糸試験場,水産試験場などの設置も含まれてい
る｡これらの施策は明治18年以降に具体的な実施計
画が立てられ徐々に実施されていく(祖田4頁)｡
4　二重構造の形成
また,地方産業振興策の具体的な切り札となる資金
供給策については,各種の興業銀行設立案が検討され
た｡この興業銀行を通じて松方デフレのもとで坤吟す
る地方産業に低利長期の資金供給を行い,生産の改
良,増大,協同組合の設立,共同販売,粗製濫造の防
止などを実現して,地方経済を蘇生させることを意図
した｡そのための体系的でかつ微香な手順も検討され
ていた｡しかし,予算措置の段階で大蔵卿松方正義は
これを抑止し,今後の検討課題として持ち越されるこ
とになった｡さらに明治18年の官制改革の際に『興
業意見』の構想は農商務省から一掃されることになっ
た｡この後,地方産業に対する政策は勤労節倹を旨と
する小農的勤労主義ばかりが鼓吹される｡
松方財政はこうした地方産業の犠牲の上に,軍備を
拡張し,政商資本を中心とする巨大資本に手厚い保護
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を加え,惜しげもなく財政資金を投入した｡すなわち
地方農工商業の自律的な近代化を犠牲にしつつ,移植
大工業中心の政策を展開したのであった｡今日に至る
日本経済の二重構造は,このような政策展開に源流を
発していた(祖田4頁)｡
5　農民商工業者の無産者化と職業教育訓練
紙幣整理は行われたが,この過程において国民の惨
惰たる経済的破綻と窮乏がひき起こされた｡米価その
他農産物価格の下落と,地価の下落,加えて租税の重
課は農民を甚だしく窮乏化させ,とりわけ小農民の多
くを土地から分離させた｡農民その他の購買力の減少
は中小工業を急速に没落させることとなった｡商業会
社における資本総額は明治15年から17年の間に3分
の-に激減した｡当時の不況が如何に深刻なもので
あったかを示している｡多数の農民,商工業者の無産
者化が激しく, ｢自由な労働力｣を多量に生み出し
た｡金利の低下と相まって近代産業発展の条件を用意
した(土屋喬雄『続日本経済史概要』 105頁)｡
明治19年の允換制度の確立をもって,紙幣整理が
一段落したころから,繊維産業を中心とする産業の近
代化は急速に進行した｡一方,紙幣整理に伴う未曽有
の不況の結果,多くの労働力が市場に供給され,金利
も低下した｡これにより,近代産業の展開のための基
礎条件が整えられ資本蓄積が進行していった｡こうし
た近代産業の確立過程において,産業に関する科学的
知識と技術を内容とする近代職業教育訓練の推進に対
する要請も高まってきた(細谷45頁)｡
Ⅲ　産業政策と職業教育
近代工業を官営企業という形で移植し,それを出発
点として産業の近代化を進める殖産興業政策は, 1880
年代前半には失敗の様相を濃くしてきた｡維新政府の
主導する官業主義と干渉主義は累積する財政支出の重
圧に耐えかねて転換を余儀なくされていた｡ 1881年
(明治14年)の農商務省の新設は,維新政府の産業政
策の転換を意味する｡世論においても経済に対する干
渉主義は大いに批判され自由放任論が台頭した｡勧農
局,勧商局といったこれまでの名称も干渉主義的であ
るとして農務局,商務局と改称されたほどである(高
橋亀吉『明治大正産業発達史』 180頁)｡このような
状況において産業政策の再検討が迫られることとなっ
た｡
一方で初等教育が読み書き算術に,高等教育は専門
の諸学科の教授に,それぞれ終始し,職業に関する学
科を教えない当時の学校教育の現状に比して,欧州各
国は競って職業,技芸,工業に関する学校を設立して
おり,産業,貿易振興の立場から職業教育の制度を整
備することの急務が説かれていた｡また,士族に村す
る授産のために産業を興すことの必要性も主張されて
おり,職業教育は｢士族に急務な大徳政｣と称されて
いた(手島精一｢職業教育論｣ 『東洋学芸雑誌』 1883
午)｡
1士族授産と職業教育
職業教育は当時の士族授産の方策という形で提起さ
れた｡これを明確に主張したのは岩倉具視であった｡
大久保利通が不平士族に暗殺された1878年以降,岩
倉は政府部内で1882年まで5回にわたってこの意見
発表を行っている｡岩倉は,士族が維新の功労者であ
りながら,新しい社会の恩恵を受けることが少なく窮
乏した状況にあること自体が,国家の成立の基盤を危
うくすると懸念し,士族を社会の中堅として育成する
ことが肝要であるとする｡士族をヨーロッパ社会にお
ける中産階級に相当するものに育成誘導することが不
平士族の暴民化を防ぐために有効である｡このために
は士族授産が必要で士族を産業に誘導することが必要
となる｡このための教育機関を地方に設置し費用を国
庫から支出することを提案している｡井上毅も1881
年11月の岩倉に宛てた意見書の中で士族の子弟に対
する教育機関の設置について進言している｡これをう
けて維新政府は紡績所の払下げなど士族授産施策を明
治10年代前半に展開するが成功を見ず,士族に対す
る殖産興業政策は後退していく｡士族がその社会的地
位の下落によって一般の貧民層の中に埋没するにつれ
て,士族授産論とそのための職業教育に関する議論も
消えていった(斎藤195頁)｡
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2　現場産業技術の指導と中等職業教育振興
(1)農商務省の施策
産業振興の面から農商務省は｢巡回教師｣を各地に
派遣し,近代産業技術と知識を身につけた職工の養成
を提案していた｡また, ｢勧工列品所｣の設置も社会
教育的な職業教育の機関として構想されていた｡学術
研究と生産活動の現場の距離を縮めるために,同所に
専門の技術者を配置するほか,工業の専門家も招碑
し,適切な講話を開催し,工場経営者,職工の啓発を
行うフランスの制度を参考にしたものであった(前田
正名『興業意見』 1884年)｡
工部省が殖産興業政策のもと官営企業中心主義,外
来の近代工業主義であったのに対し,農商務省は民間
企業中心主義,伝統産業主義の見地から在地の民間企
業の指導に力を入れていた｡これは職業教育の振興施
策の面においても,高等教育段階でのそれと,中等教
育段階でのものとに重点が分かれることになる｡この
時期の農商務省による民間産業の現場での指導は,中
等段階での職業教育振興の基礎となった(斎藤182
頁)｡
(2)平賀義美の工業中学
イギリスのマンチェスターに留学し最新の科学技術
を学んで1881年に帰国した平賀義美は,新設の東京
職工学校の教師となるが,第1回の同校卒業生は就職
口が皆無であったこともあり,技術者養成よりも現場
産業の指導が先決であると考え,在職のまま農商務省
技師となり現場産業指導の第一線に立つことになっ
た｡農商務省技官の多くは民間の産業技術の指導を任
務とした新しタイプの技術者達であった｡平賀自身も
イギリス留学の際には大学で学術研究の指導を受ける
かたわら,民間工場に職工として入り工業の実際に通
暁していた｡
平賀はイギリスに留学し染色学を研究するかたわ
ら,染色技術習得のために職工として民間会社で就労
した｡その経験を通じて労働における学術的基礎の重
要性を認識し,工業振興をはかるためには｢工業中
学｣を各地に設立することがもっとも効果的であると
論じた｡この場合,ヨーロッパのように理論と技術の
教授だけでは足りず学校内に実習施設を設けることの
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必要性を指摘した(平賀義美『日本工業教育論』 1887
午)｡
(3)ワグネルの織物工業学校
お雇い外国人であるドイツ人ワグネル(Gottkied
Wagner1831-1892)は,当時の産業の中心であった
織物業を確立し,その発展を助長する方策として理論
的および実際的教育を施す｢織物工業学校｣の必要性
を説き,その設置を勧奨する意見書を1888年に農商
務大臣の榎本武揚に提出した｡その中で,織物工業の
機械化が遅れていることを指摘するとともに,科学的
原理にもとづいた設備の構成と,その操業が求められ
るとしている｡その科学原理に関する知識を授け,そ
れを応用する修練を積むことのできる機関として｢織
物工業学校｣の設置を勧奨している｡この学校では職
工だけでなく商人も対象とし,職工の場合は経験者に
限定している｡学校には最新の外国製機械を導入し,
生産の全工程を生徒に教授できるオールラウンドの教
育を提案している(ワグネル｢織物工業学校意見書｣
1888年)｡
3　ヨーロッパ職工教育の実情
イギリスのビクトリア女王は1881年に王立技術教
育委員会(Royal Commission on Technical Instruction)
を設置しヨーロッパ各国及びイギリスの工業教育の現
況について調査の実施を命じた｡各国の工業教育の状
況を詳細に記述した同委員会の報告書は1884年に刊
行された｡当時の日本の文部省も翌年にその翻訳(文
部省｢技芸教育に係る英国調査委員報告｣ 1885年)
の刊行を開始している｡この報告は新しい工業発展の
社会を迎え,工場主あるいは工場管理者の教育,職工
長の教育,職工の教育の3点について欧州各国の現状
を調査したもので,翻訳紹介された日本においても,
職業教育についての現実認識とその制度化の端緒と
なった｡この後,職業教育に関する多くの議論が巻き
起こり,実業学校制度の樹立-と向うことになる｡
同報告の第1報告では,フランスの徒弟制度改善の
方策に言及している｡フランスでは,工場で働く職工
は勤務年数に比例して技能的熟練が増すという考え方
を否定し,職工が若年であるときに適切な技能訓練を
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施せば,短期間で熟練の頂点に達することが出来ると
考えていた｡このフランス学校監督委員会の技能的熟
練に関する理論は,徒弟制に代わる学校における工業
教育の理論的な土台となった｡フランスの職業教育で
は,基幹職種で技能の転移の領域の大きいものを｢業
母｣といい,これに対しては職業学校の設立をすす
め,技能の転移が考えられない特殊な職種を｢専業｣
といい,これに対しては徒弟制度を維持し,補助金を
支出するという二重の政策を併用していた｡これは,
徒弟制度の本体を維持し,定時制の職工学校が側面か
らこれを援助するというイギリスの徒弟制度改善の方
向とは明らかに異なっていた｡この点に関して,フラ
ンスの方策は,イギリスよりも日本に大きな影響を及
ぼした｡
ヨーロッパ各国における工業教育には,学校教育と
徒弟教育,職工教育,職工長教育との間に関連を認め
ることができるが,国や産業部門によって差異があ
り,一つの傾向を引き出すことは困難である｡しか
し,ヨーロッパ各国の工業教育を概観することが,冒
本の工業教育における学校体系に関する議論を誘発す
ることになった｡また,各国の工業教育は多様で,一
国においても,地方や産業部門によって差異があるこ
とから,地方産業に密着した工業学校についての議論
を刺激した｡ここでの議論の展開とその収敵によって
日本の工業教育は制度面での確立へと前進する(斎藤
186頁)｡
4　徒弟学校規定と実業補習学校規定
(1)徒弟学校規定と職工養成
当時,実質的に中等程度の職業教育の機関は一般に
農商務省の管轄下にあり,工業教育に関しても文部省
はその通則さえ制定していなかった｡しかし, 1890
年代に入ると一般の学校制度の一環として,低度の工
業教育機関の整備の必要性が手島精一やワグネルらか
ら盛んに主張されるようになった｡このような中で
｢徒弟学校規程｣が工業教育に関する最初の法令とし
て1894年7月に制定され,低度の工業教育機関とし
て｢徒弟学校｣の制度化が実施された｡同規程の1条
では,職工たるに必要な教科を授ける所とし,職工養
成機関であることを明確にしている｡教科目は修身,
算術,幾何,物理,化学,図画および職業に直接の関
係ある諸教科目並びに実習となっていた｡修業年限は
6カ月以上4カ年以下と伸縮性を持たせていた｡その
ほか入学資格,設置,開講時間等についても普及を容
易にするために弾力的な方策が採られていた(細谷
56頁)｡
(2)実業補習教育の構想
文部省の専門学務局長であった浜尾新は,ドイツの
ザクセンにおける補習学校が,自家の職業に従事し,
あるいは会社の徒弟となったものに対し,日曜の午
前,平日の午後,夜間などを利用して補習教育を授け
ることを義務化していることを紹介し,実業学校とは
別個の｢実業補習学校｣の設置が急務であることを説
いている｡また,土地の状況,産業の実態に即して,
その教育課程や授業の形態は多様であるべきだとして
いる(浜尾新｢実業補習学校の切要｣ 『実業教育』 1889
午)｡
明治5年の｢学制｣は29章で｢庶民学校｣を構想
しており,実際に庶民学校の設立までには至らないが
各地で夜学会の開設が見られた｡静岡県榛原村杉山の
夜学会は明治8年に小学校教員の協力を得て夜学校に
発展している｡明治18年には杉山青年報徳学社と称
して独立の校舎を持つまでに至った｡この存在を興津
で静養中の枢密院顧問官井上毅の知るところとなっ
た｡井上は浜尾新のドイツ実業補習教育の調査報告に
も接し,勤労の余暇に学業を修める榛原村の取組みを
高く評価し,文部大臣就任とともに｢実業補習学校｣
の創設に尽力することになった｡杉山青年報徳学社は
｢実業補習学校規定｣に基づく最初の｢実業補習学校｣
となった(産業199頁)｡
(3)実業補習学校規定の制定
1893年11月｢実業補習学校規程｣が制定された｡
1890年の｢小学校令｣はすでに小学校の種類を規定
した2条において徒弟学校,実業補習学校もまた小学
校の種類とすると定めている｡ 1893年3月に文部大
臣に就任した井上毅は実業補習教育の重要性を認識
し,その具体化を精力的に進めた｡井上はその前年に
発表した実業補習教育の構想(雑誌『国家教育』 1892
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年7月)のなかで,初等教育の修了者に対し普通教育
の補習と実業教育の初歩を授けることを主張し,その
大綱を示している｡同規程の1条では実業補習学校は
尋常小学校または高等小学校に付設できることになっ
ており,修業年限を3年以内とし修身,読書,習字,
算術及び実業に関する科目からなっていた｡実業に関
する科目は地域の実情に応じて工業,商業,農業の教
科目を選択または総合して課すことになっていた｡
同規程の公布にあたって文部省が出した訓令では,
小学校教育の補習と生産に関する知識能力の付与とを
｢科学技術と実業とを一致配合する教育｣と規定し,
これを都市農村を通じて,毎週4時間ないし20時間
の幅で,できるだけ多くの農民と労働者に与えるもの
としている｡そして,その付与を容易にするために,
尋常小学校卒業以上のすべてのものに開放すること,
時期的には降雪期や農閑期を利用すること,必要度の
高い地方から漸次設置させること,教員は小学校教員
またはその資格のあるもの,または相当の普通教育を
受け実業の知識または経験を有し官許を得たものを
もってこれに充てるとしている(細谷52頁)｡
5　実業教育費国庫補助法
1890年の｢小学校令｣ 2条の具体化である｢実業補
習学校規程｣ ｢徒弟学校規程｣が1894年に制定された
が,これらの諸規程に示された学校が実際に設立さ
れ,発展するためにはその財政的基礎が必要であっ
た｡それを保障する役割を果たしたのが1894年6月
に制定された｢実業教育費国庫補助法｣であった｡
1892年,大木文部大臣は職業教育振興のための国庫
補助制度として｢技芸学校補助法案｣を立案していた
が閣議で取り止めとなっていた｡文部大臣井上毅は第
6帝国議会に｢実業教育費国庫補助法案｣を提出し,
精力的に同法案の成立に尽力した｡
井上は同議会での法案提出理由の説明において,地
球上で各国は鉄火ではなく,実業,技芸,製造,貿易
のうえで闘争を繰り広げていおり,これを怠ると国の
富強,命運に関わると述べている｡大機械生産が確立
の緒に就いていたことに対応し,世界市場への経済的
進出をはかることが焦眉の急となっていた当時におい
て,職業教育の振興は大きな国家的課題であると考え
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られていた｡職業教育振興の狙いについて貴族院特別
委員長の谷干城は,国庫補助の趣旨は実業に従事する
中級以下の教育を主とするとして,高級技術者の指導
の下でその手足となって働く下級技術者ないし技能者
の教育にあると述べている｡
｢実業教育費国庫補助法｣は1894年6月法律21号
として制定され,職業教育振興のために国庫から毎年
度15万円を支出してその費用を補助することになっ
た(1条)｡同法による職業教育振興の効果は目覚ま
しいものがあった｡その後の10年間で実業学校の総
数は3.6倍に,生徒数は4.2倍にまで増加した｡また
実業補習学校も総数で29倍,生徒数で23倍に増えた｡
同法に基づく職業教育の振興は,工業関係の学校に
重点がおかれていた｡ ｢補助金交付の標準｣では,当
分のあいだ農業,商業教育を補助するよりも工業教育
を補助することを主要とすると定められており,工業
教育中心の補助が行われた｡これは文部大臣井上毅の
工業教育優先の考えによるものであった｡また同法の
実効を確保するために｢工業教員養成規程｣ (明治27
年省令12号)も制定され,東京工業学校長の管理の
もとに工業教員養成所を設けることとした｡
この後,日清戦争を契機として飛躍的発展を遂げた
産業界の趨勢をふまえ,また｢実業教育費国庫補助
法｣の制定による職業教育の振興を受けて, 1899年
に職業教育に関する統一的な法令である｢実業学校
令｣ (明治32年勅令29号)が制定された｡これによ
り戦前の中等実業学校の体制がほぼ整えられた｡この
｢実業教育費国庫補助法｣は1914年の改正で国庫補助
の適用範囲を拡張した後, 1951年の｢産業教育振興
法｣の公布によって廃止されるまで,中等教育におけ
る職業教育振興の土台を支え続けた(細谷58頁)｡
6　実業教育教員の養成
(1)工業教員養成規定
職業教育に従事する教員を養成する最初の制度は,
1894年の｢工業教員養成規程｣であった｡この規程
は,毎年度15万円の10分の1以内を教員養成の費用
に充てることができるという,実業教育費国庫補助法
の規程に基づいて制定された｡この規程は,とくに徒
弟学校及び工業補習学校の教員を養成することをその
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目的とするものであった｡本科の就業年限は2カ年,
17歳以上の男子で尋常中学校卒業者を入学させ,そ
の定員は100名とされていた｡本科生徒は卒業後, 6
年間文部大臣の指定する学校教員の職に従事する義務
を負うことになっていた｡この規程により,初の工業
教員養成所が東京工業学校内に設けられた｡ 1896年
には学科増設が行われ,就業年限も3カ年に延長され
た(細谷71頁)｡
(2)実業教員養成規定
1899年には｢実業学校教員養成規程｣ (明治32年
省令13号)が公布され,工業教員養成規程は廃止さ
れた｡この規程は,東京帝国大学農科本科または実
料,高等商業学校及び東京工業学校の学生生徒で,辛
業後に実業学校の教職に従事するものに学資を補給す
ることを定め,また農業教員養成所,商業教員養成所
そして工業教員養成所を,それぞれ東京帝国大学農科
大学,東京高等商業学校,東京工業学校に付設するこ
とにより,工業教員養成にとどまらず商業,農業の教
員養成の制度も整備した｡同規程では就業年限が農業
1年,商業2年,工業3年となっていた(細谷71頁)｡
7　実業学校令の制定
(1)農学校通則と商業学校通則
文部省は1883年4月, ｢農学校通則｣ (明治16年達
5号)を,翌年1月には｢商業学校通則｣ (明治17年
遵l号)を制定した｡いずれも1種(2カ年)と2種
(3カ年)に分かれ,前者は小学中等科卒程度,後者
は初等中学卒程度を入学資格とし,それぞれ後の実業
学校,実業専門学校に相当する｡学制公布の後10年
で職業教育の制度の原型ができた｡しかし,松方財政
にともなう農商工の各産業の未曽有の不況により,地
方の教育財政は大幅な抑制を受け,職業教育は大きな
困難に遭遇した｡ 1886年には農学校通則が廃止とな
り,この年に制定された｢学校令｣も実業学校に関し
ては何らの考慮も払わなかった｡実業学校が発達し始
めるのは1894年の｢実業教育費国庫補助法｣の制定
以降ことである(細谷50頁)｡
(2)簡易農学校規定
1894年7月, ｢簡易農学校規程｣ (明治27年省令19
号)が制定された｡この規程は実業教育費国庫補助法
の制定に続いて定められたもので,後の農業学校の基
礎を据えるものである｡同規程の1条は,簡易な方法
により農事教育を施すことを目的としており,入学資
格を14才以上と規定するだけで学力程度も修業年限
も規定していない｡農家の師弟の就学を容易にするた
めに,学校的な拘束を加えないようにし,講義よりも
談話を中心とした講習会的な性格を帯びさせている｡
また,農商務省所管の農事講習所との関係において,
両者が相互補完的な関係におかれるべきものとしてい
る｡農事講習所は学校的性格を帯びたものが多かった
(細谷54頁)｡
(3)実業学校令
1899年の｢実業学校令｣ (勅令29号)の制定と同
時に,工業学校,農業学校,商船学校に関する規程も
制定された｡ 1901年には水産学校に関しても同様の
規程が制定された｡ ｢実業学校令｣は実業教育費国庫
補助法の制定以降,急速に増加した実業学校の統一的
な規整の必要から,その日的,種類,設置と廃止,経
費,学科,教科書,教員などの事項についてその大綱
を規定したものである｡同令の制定とともに,学校種
別ごとの規程が制定され,それぞれ就業年限,授業時
敬,学科目,入学資格などが定められた｡また,これ
まで農学校の中に含められていた水産学校が水産振興
の観点から独立の学校種となり, 1901年に水産学校
規程が定められた｡就業年限は学校種別によって違っ
ていた｡学科課程には普通科目が加えられ,一般教育
の拡充が図られた｡ 1902年には｢実業補習学校規程｣
が改正(明治35年省令1号)され,その付設の範囲
を小学校だけでなく実業学校にも拡張し,実業に関す
る科目を強化した(細谷68頁)｡
(4)実業教育行政の中央集権化
実業学校令3条では,文部大臣は土地の状況に応じ
て必要な実業学校の設置を府県に命ずることが出来る
と規定し,実業教育行政における文部省の主導的な立
場を明確にしていた｡このような文部省の積極的な姿
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勢は1899年の｢実業学校設置廃止規則｣ではさらに
明らかになっており,学則の制定,学校長の任免,教
育課程など細部にまで及んでいた｡この文部省の実業
学校に対する統制は次第に綿密なものになっていっ
た｡実業教育費国庫補助法の制定により中央集権的な
行政はさらに強まり拡大されていった｡補助金の支出
を通じて文部省の実業教育行政は地方の末端にまで浸
透していく｡文部省の意向に沿わない,学校の組織編
成,教員人事,教育課程の実施は事実上不可能となっ
た｡同法では,文部大臣は学校の状況により随時,補
助を打ち切る権限があり,この権限によって実業教育
行政の中央集権化は一層促進された(斎藤273頁)｡
(5)実業教育における農業教育の振興
明治30年代後半,実業教育は農業及び商業の領域
において著しい発展を遂げていたが,工業の領域では
まだ低い段階にあった｡製糸,紡績,製鉄,造船,鉱
業などは明治20年代半ばを境として発展の軌道に乗
るが,それでも工業が未だ十分に発達していなかった
ことと,それは深く関連している｡当時の日本の産業
構造全体からみると主要産業は農業に外ならなかった
(学制401頁)｡
実業教育費国庫補助法と実業学校令の制定により職
業教育は目覚ましい振興をみた｡とくに1900年代に
入ってからは農商工とも平均して実業学校の数が増え
た｡とくに簡易農業学校,簡易商業学校がそれぞれ農
業学校,商業学校に含められた1899年を境にその数
を増やしている｡その後も農業学校は増え続け,その
中でも乙種農業学校の伸びが顕著である｡同様の傾向
は,工業学校と徒弟学校のあいだにもみられた｡商業
学校については甲種と乙種がほぼ並行して増加してい
る｡農業,工業については職業教育の振興は乙種実業
教育機関の発達を促したといえる｡そして,実業教育
費国庫補助法は工業を中心にしたにもかかわらず,農
業教育の方面で急速な伸長が見られた｡当時の職業教
育の主力は農業教育によって担われていた｡この時期
の実業補習学校も農業だけは,急激な学校数の増加が
見られた｡ 1895年に26校であったものが, 1907年に
は4407校にまで激増している(細谷74頁)｡
65
(6)工業学校の設置
1900年前後の時期に,地方の県庁所在地の都市に
は工業学校が設置され,工業学校網が完成する｡折か
らの交通手段の整備,電気の利用による照明,動力の
近代化が地方における産業の発展を促し,その中心地
に工業学校を出現させた｡ 1899年には実業学校令,
工業学校規程が公布されたことも機械的工業を中心と
した産業人の育成を担う工業学校の設立を促進させ
た｡電力を実習機械の原動力として利用することが可
能になってはじめて工業学校の実習教育も本格化し
た｡石川,栃木,八王子,広島などで工業学校が開設
され地元の産業技術の進展に対応した工業教育が展開
された(斎藤262頁)｡
8　実業教育学校以外の学校における職業教育
(1)小学校令と実業教育
明治の初年,農工商関係の｢往来物｣が数多く出版
されており, 『小学須要新古商売往来』 (明治12年),
『小学習字改正農業往来』 (明治13年), 『小学簡易農
商往来』 (明治13年)などが刊行され,小学校の教材
として使われていた｡明治19年の｢小学校令｣に基
づく｢小学校の学科及びその程度｣では,それまでの
｢小学教則綱領｣における工業の初歩にかわって手工
が登場した｡手工は当時のヨーロッパの教育の影響を
受けて導入されたもで,職業的基礎能力の付与,運動
技能的な感覚の訓練,勤労習慣の形成を目標としてい
た(産業167頁)｡
明治33年の｢小学校令施行規則｣では,高等小学
校教育の生活化,実際化が強調され,手工,農業,商
業についても他の学科目と同様に要目が示され,相互
の関連についても配慮がなされている｡実業学校令の
公布以降,中学校の教育が普通教育に特化していくな
かで,実業教育は3年制, 4年制の高等小学校に集中
していく観があった｡
明治44年の｢小学校令｣改正により,それまで認
められていた手工と農業,商業の併修が認められない
ことになった｡その狙いは手工教育の質的向上にあっ
た｡しかし,併修が認められなくなると,手工の選択
履修は減少しはじめ,高等小学校の実業教育が充実,
発展するなかで手工教育のみが衰退するという状況に
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なった(産業172頁)｡
(2)中学校令と実業教育
明治19年4月に公布された｢中学校令｣では,そ
の教育を実業に就こうとするもの,または高等の学校
に入ろうとするものを対象に行なうと規定しいる｡こ
の中学校は高等,尋常の2段階に分かれていたが,尋
常中学校は社会の中間において最も実用をなす人を養
成する学校である考えられていた｡中学校令に基づい
て制定された｢尋常中学校の学科及びその程度｣によ
れば,第二外国語と農業を選択として進路に対応させ
ていた｡また土地の状況によっては商業,工業の学科
目を置くこともできた｡これは中等程度の実業教育機
関が未整備であったことに対応したものである｡明治
24年12月の中学校令の改正では,尋常中学校に農
莱,工業,商業等の専修科を設けることが出来るとし
た｡
文部大臣井上毅の実業教育振興策に関連して明治
27年3月｢尋常中学校の学科及びその程度｣が改め
られ,実業に就こうとするものに適切な教育を施すた
めに4学年以上に実科の課程を設けることが出来ると
した｡同年6月には｢尋常中学校実科規程｣が制定さ
れた｡この規程では,地方の状況によっては1学年か
ら専ら実科の教育を施す尋常中学校すなわち実科中学
校を設置できるとした｡しかし実際に設置された実科
中学校は数校にとどまった｡
明治27年6月に｢高等学校令｣が公布され,高等
中学校が分離され中学校を卒業した生徒が進む高等学
校が設置されることになった｡中学校は尋常中学校だ
けとなった｡明治32年2月新たに｢中学校令｣が制
定され,尋常中学校は名称を中学校と改め,男子を対
象に普通教育を施す学校となった｡これは実業学校が
中等実業教育機関として次第に整備されてきたことに
対応したものである(学制341頁)｡
明治44年7月の中学校令施行規則の改正では,中
学校の学科目に新たに｢実業｣を加えた｡実業は農
莱,商業または手工とし,随意科目とすることが出来
るとした｡そして実際生活に即応する観点から新たに
実業科の教授要旨,内容を追加している｡ここでは実
業を好み勤労を重んじる習慣を養うことを目的として
いた(学制355頁)｡
(3)高等女学校令と実業教育
明治24年12月に改正された｢中学校令｣は14条
で女子中等教育について規定し,高等女学校を尋常中
学校の一種として普通教育を施すものとした｡また女
子に必要な技芸専修科を設けることが出来るとした｡
明治28年1月には｢高等女学校規程｣が定められ,
ここでも技芸専修科の付設課程にについて規定してい
る｡明治32年2月新たに｢高等女学校令｣が公布さ
れ,独立の立法により中学校令から分離された｡この
後,高等女学校は内容の整備が進み著しい振興を見せ
た｡また高等女学校には技芸専修科,専攻科を置くこ
とが出来るとした｡
日露戦争後になると女子に対して実生活に必要な技
芸を主として授ける学校の設置が著しく増えてきた｡
その教育内容は高等女学校とは異なるため準拠規程が
なかった｡そのため明治43年10月高等女学校令を改
定し,実科教育を主とした高等女学校の制度を設ける
ことになった｡技芸専修科の規程を改め同令11条
で,家政に関する学科目を修めようとするもののため
に実科を置くことが出来るとし,実科だけを置く場
令,実科高等女学校と称することとした｡学科目に関
しては高等女学校令施行規則を改正して走めたが,実
科においては裁縫に多くの時間を充て,実業を加える
ことを特色としていた(学制347頁)｡
(4)師範学校令と実業教育
明治19年に｢師範学校令｣が公布されるが,文部
大臣森有礼は国民教育の根本は師範教育にあるとして
その重要性を認め,師範教育の理念を制度の上におい
ても実現しようとした｡明治30年10月師範学校令を
廃止して｢師範教育令｣が公布された｡同令では師範
教育は高等師範学校,女子高等師範学校及び師範学校
で行なうこととし,師範学校生徒定員を学齢児童数に
基づいて定めることとした｡明治35年3月には, ｢臨
時教員養成所官制｣が公布され,帝国大学及び直轄学
校において師範学校,中学校,高等女学校の教員を養
成する臨時の施設が規定され,東京帝国大学,第一高
等学校,東京外国語学校など5カ所に設置された｡
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明治19年の師範学校令に基づいて｢尋常師範学校
の学科及びその程度｣が制定された｡この規定による
と,尋常師範学校の学科目のなかに簿記や農業,手工
などが含まれていた｡また明治25年7月に新たに定
められた｢尋常師範学校の学科及びその程度｣では,
簿記を除いてこれを数学に属させ,新たに商業の学科
目を加え,外国語,農業,商業及び手工のなかから1
科目を課すこととしている｡明治40年4月の｢師範
学校規定｣に基づいて同43年5月｢師範学校教授要
目｣が定められ,手工,裁縫,農業,商業の各学科目
の授業時数,授業内容が詳細に規定された(学制377
頁)｡
9　高等教育段階の職業教育
(1)専門学校令
1903年に｢専門学校令｣ (明治36年勅令61号)が
制定され,高等教育段階の学術技芸を教授する学校と
して専門学校の制度が整うことになる｡ 1873年の
｢学制二編追加｣ (明治6年布達57号)には専門学校
の規定があったが,これは必ずしも高等教育の機関と
してのものではなく,また1894年の｢高等学校令｣
では高等学校は専門学科を教授する所と規定されてい
たが,実際には大学予科が中心であった｡
専門学校令では専門学校の入学資格を中学校もしく
は高等女学校(就業年限4年以上)とし,就業年限は
一律3年以上とされた｡同令の制定の背景には,当
時,初等および中等教育の発達にともなって,高等教
育レベルの学校が多数設けられるようになったが,入
学資格,就業年限,学科内容,教員組織などに統一が
とれず,とくに法律,政治,医学などの分野の私立専
門学校が混乱した状態にあった｡このような事態を改
め,この種の学校に規整を行い秩序を整えることが求
められていた｡
一方で,中等教育においては実業学校令の制定後,
実業学校は順調な発達を遂げたが,実業界に対する一
般の認識は依然として浅く,中学校から高等学校を経
て大学へというコースが正統のコースと考えられてい
た｡このため,実業学校への進学者は中学校に比べる
と質量ともに相対的に劣っていた｡この打開策とし
て,実業学校の卒業者が高等教育を受けることのでき
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る制度を求める声が高まってきた｡こうして構想され
たのが｢実業専門学校｣という制度であった｡実業専
門学校は1902年の実業学校令の改正(明治35年勅令
132号)にともない高等教育会議に諮問され,そこで
の審議を経て高等教育機関として,専門学校令に拠る
ものとされた｡この当時,官立の実業専門学校は工業
3校,農業2校,商業2校にとどまっていたが,大正
期以降その数を著しく増加させた(細谷72頁)｡
(2)実業専門学校の設置
1903年の｢専門学校令｣の制定を受けて各地に実
業専門学校の新設が見られた｡ 1903年に官立の盛岡
高等農林学校が設置され,また東京には大日本農会附
属東京高等農学校が私立として設置が認可された｡
1907年には札幌農学校が東北帝国大学農科大学と
なった｡さらに1909年以降は,千葉県立園芸専門学
校,鹿児島高等農林学校,上田蚕糸専門学校,東京高
等蚕糸学校,京都高等蚕糸学校が相次いで設置され
た｡
工業では,この時期に京都高等工芸学校,名古屋高
等工業学校,熊本高等工業学校,仙台高等工業学校が
相次いで設けられた｡ 1907年には福岡県に明治専門
学校が私立で設置され, 1910年には秋田鉱山専門学
校が開設された｡商業では1905年に山口高等学校が
山口高等商業学校に改組され,長崎高等商業学校が設
置され,公立ではその前年に大阪市立高等商業学校が
開設された｡ほぼ同時期に私立では,東京に東洋商業
専門学校が設立された(細谷78頁)｡
(3)各種学校の隆盛
この時期には実業学校,実業専門学校の発達ととも
に法令に準拠しない各種の学校も発達を見た｡ 1880
年の改正教育令では,小学校,中学校,専門学校の規
格に適合しない家塾や学校を一括して｢各種学校｣と
称していたが,その多くは和漢学,英学,数学,辛
芸,習字,簿記などを教えるもであった｡これらの学
校数,生徒数はともに1897年からの1907年の間に倍
増している｡日露戦争をはさんだ経済,社会の発展に
対応して,とくに中堅技術者を養成する中等程度の工
業各種学校において顕著であった｡
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工学院の前身となる工手学校は専門技師の補助者と
して働く工手の不足を補うために開設され,予科6カ
月,本科1年として土木,機械,造船,電工,冶金な
ど8学科を置き,夜間に教授していた｡ 1902年には
大阪に関西商工学校が, 1907年には東京に電機学校
が創設されている｡これらの学校は,工業関係の実業
学校が工芸,繊維などを教授することが多かったのに
対して,機械,建築,電機,応用化学などの近代的工
業に重心を置き,先駆的な教育を行っていた｡また,
夜間開講も早くから行い勤労青少年の技術教育に先鞭
をつけていた｡また最先端の専門家,実務家を講師と
して招き,教育の充実をはかっていた(細谷79頁)｡
Ⅳ　徒弟制度と企業内教育訓練
維新政府による洋式産業の導入,移植が進行するに
したがって,旧来の徒弟制度は伝統的な技術の錬磨と
伝達の手段としてよりも,むしろ年少者の補助的労働
および低賃金労働力の確保の手段としての意義を強く
持つものに変質しはじめた(細谷43頁)｡
維新以降の近代工業の導入,商品経済の発展のなか
で職人層は次のように分化した｡第1には維新を契機
に没落した職人である｡封建体制に依存してきた武具
職人や工芸職人たちは,維新によって市場を失い,坐
計の基礎を奪われて没落せざるを得なかった｡第2は
伝統的な熟練が再編成されて新しい技術体系に組み込
まれた職人層である｡これはさらに旧来の職人が工場
の新しい技術体系の中に再編されたものと,請負など
のもとで事実上賃労働者化していったものとに分かれ
る｡後者は建築職人などに代表的にみられるもので,
ギルドの規制力を失ったことによって問屋,請負師へ
の従属が急速に進み事実上の賃労働者となった｡この
ほかに印刷職人,製靴職人,煉瓦職人などの新しい生
産過程に対応して発生した新興の職人層があったが,
これらの場合には早くから賃労働者としての性格を帯
びていた｡
こうして1880年代から1890年代にかけて,伝統的
な師弟関係は急速に崩れ,徒弟期間の中途で他に移動
する職人が多くなり,親方と徒弟との関係は単なる賃
労働関係に変容する傾向が濃くなってきた(『冒本職
業訓練発展史』上･ 1970年)｡
1産業近代化と徒弟制度
(1)徒弟制度の変容
明治初年に10年季であった木工,金工の徒弟は,
初等教育義務制と徴兵制の関係から7年季, 5年季と
短縮されていった｡短年季の場合,徒弟を親方の家事
雑用に使役しないという制度も見られた｡また18, 9
歳から4-5年奉公するという中年年季という制度も
生れていた｡比較的平易な技能の職種では年季を短縮
し親元から通う形態も生れ,そこでは親方と徒弟の関
係は大いに希薄化していた(横山源之助『日本之下層
社会』 1899年･教文館)｡
工場における徒弟の訓練も,親方職人の徒弟の場合
と大体同様であった｡しかし,工場組織の徒弟の場合
は,最初から分業の傾向があり,広く技能を身につけ
ることが出来ないという難点があった｡親方職人つき
の徒弟と工場徒弟の際立った差異は,日給を支払うか
否かにあり,前者の場合,休日に多少の材料を親方か
ら貰い受け,これを製品に仕立てて販売し小遣い銭に
していた｡後者は,小遣い銭を工場主から与えられ,
その額は等級により異なっていた｡
徒弟教育における最大の欠点は理論的学習の不備
で,親方自身が読み書き算盤の出来ないものも少なく
ない有り様であった｡年季を勤め上げ一人前の技能を
身につけた徒弟でも, 1890年代後半になると,その
まま親方の作業場に勤め,その後,得意先を分与され
て独立自営者になる道を進むものは次第に少なくな
り,多くは工場の職工として雇い入れられるように
なっていった｡
職人社会の慣行の変化,徒弟制度変化は維新後,
徐々に現れてきたものであるが,日清戟争後,急激に
その変化の速度を増してきた｡以前から衰退しつつ
あった職人社会の慣行に止めを刺したのが1890年代
後半の急激な産業社会の発展であった(斎藤243頁)｡
(2)伝統的徒弟制度の崩壊
近世において工業を支えていたのは諸大名の保護政
策であった｡廃藩置県によりこの保護者は無力化さ
れ,工業の衰微がもたらされた｡後援者を失った職人
近代職業教育訓練の光と陰一徒弟制度の衰類と労働保護立法の端緒-
たちは商人の支配に陥り,その社会的な地位も下落し
た｡伝統的な徒弟制度も崩壊の一途を辿る｡旧弊を破
棄する政策の影響も徒弟制度を弱めた｡雇用者と被用
者,師匠と弟子の関係において信頼と情愛が軽視さ
れ,単に経済的関係だけが重視されるようになる｡徒
弟は賃金の高い所へと常に移動しようとし,技能を向
上させようとする意欲に乏しく,また,雇用主も繁忙
期には徒弟を抱えるが,業務が閑散となると口実を設
けて徒弟をすぐに解雇しようとするものもあらわれ
た｡徒弟制度の崩壊は徒弟と雇用主の双方に責任があ
り,このような状況では,たとえ資金が十分にあった
としても事業の成功を期待できない(前田正名『興業
意見』 1884年)｡
(3)徒弟制度存立の条件
徒弟制度は徒弟が自ら教育訓練に必要な一切の経費
を労働によって稼ぐ制度であった｡三宅正雄の調査に
よると, 10年の徒弟年季のうち最初の3年は徒弟の
生産に対する寄与率はゼロで,あたかも無報酬で他人
の子弟を養育しているような状況であった｡次の4年
は徒弟も簡易な作業を担当できるようになり,ようや
く半人前の賃銭を得て,衣食費を償う程度となる｡最
後の3年に至って始めて最初の3年の衣食費と,年季
中の諸種の費用とを償うに足る状況であったという
(三宅正雄｢徒弟養成の実況及慣習調査復命書｣ 『大日
本教育会雑誌』明治26年5月号)｡すなわち10年間
の年季は徒弟制度が制度として成立するための条件で
あった｡近代的大工業の出現と熟練労働者に対する需
要の高まりは, 10年の年季を持つ徒弟制度の維持を
非常に困難にしていた｡新たな現実に対応した熟練労
働力の養成方法が求められていた(斎藤228頁)｡
2　企業内教育の成立と徒弟制度
工業の発展は伝統的な徒弟制度を崩壊させつつも,
工場における幼年職工教育の必要性を益々高めた｡急
激な発展の途上にある産業界は,経営の自由を縛られ
る法的な規制を嫌ったものの,読み書きが出来ず技能
を持たない無学な職工の存在は工業の発展を阻害する
ことから,工場経営者たちは様々な形態の企業内教育
を創り出していった｡
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(1)企業内教育と徒弟制度
当時,紡績工場は無学な職工のたまり場であった｡
紡績女工に対する企業内教育は,その多くが形式にと
どまり実際に規則正しく教授を行なっていたものは極
めて稀であった(農商務省『職工事情』 1903年)｡た
だし,大阪の平野紡績の女工教育は充実した教育であ
ると評価されていた｡工場内に小学校を設け近くの小
学校の教師が朝夕2時間の授業を寄宿舎の女工に対し
て行なっていた｡そこでは修身,読書,算術,習字,
裁縫などが教えられていた｡
堺段通組合は加盟工場の職工教育を巡回方式で実施
していたが,工場主たちの協力が得られず, 1897年
からは止むなく職工たちのうち意欲のあるものを対象
とした夜学方式に切り替えた｡この幼年職工教育は後
に夜間制の私立学校となった｡学校は毎晩開かれる
が,幼年職工は1週1回3時間の授業を3年間受け,
読み書き算術を学んだ｡出席者は400人に達してい
た｡
製糸業においても,企業内教育の必要性は切実で
あった｡女工の多くは郷里に送る手紙の代筆を工場の
事務員に頼んでいた｡当時,富岡,佐野,室山,金森
などの製糸工場では女工教育に力を入れていた｡
織物業でも,分業による作業の細分化,単純化が進
み年少労働力の利用が広がっていたが,一方で伝統的
な作業形態も温存され徒弟制度も維持されていた｡高
い水準の技術を維持発展させるためには,なお徒弟制
度が必要だった｡西陣では成人の職工を多数雇用して
おり,新しい生産技術を開発していくためには, ｢成
人工中心主義｣が不可欠であった｡工場制度の'もとで
確立される徒弟制度とは,成人工中心主義のもとでの
それであり,単純作業の存在によって維持されるそれ
では決してなかった｡このような徒弟制度は後に,造
船,製鉄などの重工業において本格化する(斎藤246
戻)｡
(2)鉄工業の企業内教育と徒弟制度
鉄工業は1890年代後半に著しく発達している｡鉄
工業は各種産業の基礎であり,この産業部門は進歩発
展が急であることから,各工場とも見習職工制度を採
用し,若年職工の教育に着手していた｡赤羽砲兵工廠
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では16才以上の少年職工を採用し見習い期間を1年
として,その後10年間の勤務を義務化した｡また芝
浦製作所は見習い期間を6年として少年職工の教育に
力を入れた｡石川島製作所は少年職工の教育を実施す
るが,年季の考え方を否定し,教育訓練期間後の他企
莱-の移動を自由としていた｡
このように鉄工業では企業主導の職工教育が導入さ
れつつあったが,それでもなお伝統的な徒弟制度の年
季の考え方に沿って,労働移動を禁じ,職務遂行の中
で教育訓練を実施しようとしていた｡教育訓練の責任
は現場の監督者などに委ねられ,工場として教育課程
をまだ持っていなかった｡労働移動を禁じてはいた
が,実際には見習い期間中に3分の2が他企業に移っ
ていた｡各工場はこれに手を焼き,罰則を設けたり,
日給からの天引きによる積立て制度を作ったりしたが
労働移動を抑止することはできなかった｡
鉄工業の職工は8割以上が成人工あり,幼年工中心
の繊雄産業とは対照的であった｡鉄工業は多様な職種
から構成されており,伝統的な職人的技能との関連も
職種によって差異があった｡鍛冶,製缶,鋳物,木
工,塗装などの職工は伝統的な職人からの転進者が多
く,一方で旋盤,組立,仕上などは新しく生れた職種
であり,これに従事する職工の多くは様々な社会階級
から集まっていた｡士族に属するもの,書生上がり,
また相当に教育のあるものもいた｡
工場の徒弟制度についても職種により差異があり職
人の伝統を受け継いだ職種では,徒弟と親方職工との
個人的な師弟関係が重視され,工場に雇われてはいて
もその教育関係に会社が介入することはなかった｡徒
弟は親方職工の家に寄宿するなど旧慣を踏襲するもの
もあった｡しかし,次第にその範囲は狭くなっていっ
た｡
これに対して,新しい職種では徒弟と工場の間の雇
用関係が優先され,特定の職工との師弟関係は希薄で
あった｡この工場つきの徒弟は工場組織の成立と拡大
に連れて普及しており,修業生,見習生などの名称で
呼ばれた｡この工場つき徒弟すなわち見習工は制度と
して特定の親方職工につくわけではなく,ただ徒弟と
して技術を見習うにすぎないため,技術の習得を僻怠
することもままあり,徒弟といっても少年工と余り変
わらない実態があった｡見習工制度の普及は旧来の職
人的な徒弟制度の崩壊につながっていくことになる
(斎藤252頁)｡
(3)その他の産業部門の企業内教育と徒弟制度
硝子製造業では,製品の運搬,洗浄,選別,包装な
どで女子年少労働力の利用が多いが,成形作業に従事
する主職工になるためには多年の訓練が必要であっ
た｡このため比較的多く他の産業部門よりも徒弟制度
を維持していた｡しかし親方職工つきの徒弟は極めて
少なく,ほとんどの徒弟は工場つきの見習工であっ
た｡その年季も3年, 5年, 7年と多様であった｡そ
の中では短期の3年季が増える傾向にあった｡
化学工業の草分けである燐寸工業は女性及び年少労
働力を多様する工業部門であり,通勤者のみを雇用す
ることが多かった｡無学な女工も多かったが,工場内
で補習教育を実施しようとすれば却って女工から嫌わ
れたという｡燐寸工場の年少職工に必要なものは初等
教育であって,神戸の新田夜学会,東京滝野川の燐寸
工場における裁縫教育などの実例があったが,一般に
職工が貧困であったため企業内教育は思うにまかせな
かった｡
印刷業は男子職工の多い工業部門で徒弟制度もある
程度維持されていた｡徒弟は修業生とも呼ばれ13-4
歳から数年間の年季奉公をする定めであった｡秀英合
の徒弟制度は工場組織における草分け的な存在であっ
た｡ 1890年代後半の秀英舎では徒弟は寄宿舎に起居
し食事,手当を支給され印刷の仕事に従事しながら,
隔日に漢学,英学の2科の指導を受けていた｡秀英舎
は1878年の発足以来,士族子弟の集まるところで漢
学,英学は創業者である佐久間貞一の考えによるもの
であるが,集まる子弟もこれを好んだ｡印刷業は
1900年代はじめに急激に発展し,職工の争奪も激し
くなり,徒弟制度を中止した工場もあったが秀英合で
はこれを維持することが出来た(斎藤254頁)｡
3　学校教育による徒弟制度の代替
日清戦争後,株式会社組織で近代工場の体裁をとる
事業所が著しく増加した｡しかし,その多くは日清戟
争中及びその後に急に出来た間に合わせの工場であ
近代職業教育訓練の光と陰一徒弟制度の衰額と労働保護立法の端緒-
り,その経営者も機械や原料のことは余り詳しく知ら
ない商人であった｡彼らは,多くの需要があり利益が
見込めると工場を作り,工業学校の卒業生を連れてき
て,技師長や工務長と名のらせて工場の運営を任せい
てた｡そこでの職工の学力程度は低く,大阪教育会の
調査では調査対象22社1万5680人の職工のうち読み
書きの出来ないものがの38%,尋常小学校の課程を
終えていないものが50%にも達していた(横山源之
助『日本之下層社会』 1899年)｡工場の管理者には工
業学校出がいて,その配下に初等教育も満足に受けて
いない多くの職工がいるというのが,当時の工場の一
般的な姿であった｡しかし,職工の低い技能水準では
工場における生産阻害が発生しやすい｡また職工がそ
のまま熟練工となるわけではなくその割合は5人に1
人あるいは10人に1人と見られていた(斎藤241
頁)｡
(1)改正教育令と職工学校
｢改正教育令｣ (明治13年太政官布告59号)はその
3条で学校種の一つとして｢職工学校｣を規定してい
る｡細民の子弟は,小学校を卒業後,職業技術を学ぶ
機会がないので,その後の人生において独立自営の計
を立てることが難しい｡そこで職工学校を設ける必要
があると考えられていた｡職工学校の教育目標は独立
自営者としての工業技術者の養成であって,この目標
は伝統的な徒弟制度のそれと同一であった｡同令8条
では,職工学校の定義として百工の諸芸を授ける所と
しており,徒弟制度を学校教育で代替しようとするも
のであった｡
職工教育の本旨は,各種の職工を養成することにあ
るが,非常に種類の多い職工を一つの学校で養成する
ことは不可能であるので,各種の職工の養成には共通
の学科,共通の実習を課すという原則を立てる｡職工
学校の教科課程は3種の教科によって構成される｡そ
の第1は,一般職工の基本である図学,数学,物理,
器械,科学の教科であり,第2は,将来其業を実施す
るに須要なる科目である職工経済,簿記等の科目,第
3は,工芸学に係るもの及びその実験である技能教科
である｡養成職種の如何に関わらず,共通に必要な科
目が認識されているところに教育課程に関する考え方
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の成立が見られる｡東京職工学校は1881年に設立さ
れるが,職工学校は一般的に設立されることはなかっ
た｡職工学校は構想の中にとどまり,その実現を見な
かった(斎藤199頁)｡
(2)染色講習所と工業学校
1880年代には,機業地に染色講習所あるいは織染
講習所が開設され,それらが整えられて中等工業教育
の直接の出発点となった｡足利の機業も維新後仲間の
廃止などによって業界の秩序が乱れ,粗製乱造品が出
回るようになり,この取締が大きな課題となった｡
1882年に,足利周辺1000人の同業者により足利商工
会を結成し,足利製品の品質維持,向上のために商標
の貼付をはじめた｡さらに会員の啓蒙,教育へと活動
を広げていった｡優良製品の陳列や専門家の招碑など
も行ったが,農商務省から染色化学の教師の派遣を請
い,染講習所を設置した(荒川宗四郎『足利織物沿革
史』)｡
仲間の廃止は特権的商工業者の支配力を除去するこ
とに役立ったが,一方で,職業倫理の荒廃が目立ち,
中央の共進会などにおいては粗悪な品質に対する批判
も高まっていた｡こうした中で農商務省は1884年に
｢同業組合準則｣を公布し機業地の同業組合結成を促
し,新しい業界秩序の回復を推進した｡東京職工学校
の化学科は1885年に第1回卒業生を出すが,地方機
業地の染色技術者に対する需要に応えることを意図し
ていた｡
このような状況のもとで1885年に足利に染色講習
所が設けられ,翌年には和歌山,京都でも同様な動き
があり, 1887年には八王子に同業組合立の織染学校
が開設され,金沢には工業学校が設立された｡足利の
講習所は染工の教育だけでなく,機業経営の後継者養
成も目標に据え,機織,器械,意匠,図画,実習,英
語などの学科目からなる教育課程を整え,講習所から
工業学校への発展を示すことになる｡
中等工業教育は技能者の養成,再訓練の必要から生
れた｡しかし,間もなく職工を指揮し,工業を経営す
るものの養成課程が設けられ,それが技能者養成の課
程にとって代わる形で,工業学校へと変貌していく｡
技能者養成課程における技能者の概念は,機業地の染
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色講習の場合には明確であったが,商工徒弟講習所の
場合は暖味で,大部分の講習所は教育目標を技能者養
成から経営者養成に移行することで中等学校化への道
を歩むことになっ
た(斎藤209頁)｡
(3)補習教育と年少労働の保護
後継の経営者養成とは別個に技能者養成教育を主と
する学校の必要性も指摘された｡浜尾新は｢実業教育
の切要｣ (1888年)において,実業補習教育では, 48
%程度と低い当時の小学校就学率をふまえた初等教育
の｢補完｣と,年少労働力に対する｢保護｣という社
会政策的な機能を二本柱としていた｡事業における年
少労働者の使役はその智徳を損なうだけでなく健康に
も害を及ぼすことが多いとして,徒弟条例を制定して
学齢児童の使用と徒弟の労働時間を規制すること,お
よび補習教育法を定め,すでに就労している徒弟に対
して補習教育を受ける時間を保障することの重要性を
主張している｡
当時の徒弟制度の状況は単なる年少者の雇用形態と
なり,そこに教育や訓練を期待しえないもとなってい
た｡手島精一も徒弟制度を補足する実業補習学校より
も,徒弟学校の方に期待を寄せていた｡手島は1892
年の｢徒弟教育施設に関する意見｣を発表して,徒弟
学校は後期の初等教育の段階の学校であり, 12才以
上の児童に徒弟制度に代わる職業的な実技の教育を行
う学校であるべきだとした｡この手島の構想は1894
年の｢徒弟学校規程｣の制定によって実現する(斎藤
217頁)｡
(4)徒弟学校の成立
｢徒弟学校規程｣の制定において,手島は徒弟制度
の衰退を徒弟学校の設置によってくい止めようとし
た｡徒弟制度の再建のためには,学校の中で全て教育
を行うのではなく,現場実習を中心とする教育課程を
持った学校が必要となる｡徒弟学校と徒弟制度の再建
を結びつけた手島の構想に対しては,その再建の可能
性を否定し徒弟制度とは距離をおいた学校を構想する
案も存在した｡衰退する徒弟制度には衰退するだけの
社会的要因が働いており,その再建とは現実の工業社
会の習慣を改めることに外ならず,産業界の支持は得
られなかった(斎藤225頁)｡
当時,実態として徒弟制度が維持されているのは伝
統工業の部門であり,したがって徒弟制度と結びつい
た徒弟学校をすべての産業部門で実施するのには無理
があった｡そこで徒弟制度の再建ではなく,徒弟に学
科目を教授する徒弟学校の構想が支配的となり,それ
を受けた｢徒弟学校規程｣が1894年7月に公布され
た｡年齢12才以上の勤労青少年に,日曜,夜間など
に適宜工業教育を授ける修業年限6カ月から4年以下
の学校が設けられた(斎藤227頁)0
4　徒弟制度の衰頬と労働保護立法の端緒
当時の工業不振の原因は,産業政策とそのもとでの
職業教育だけでなく,社会的な問題でもあった｡近代
的な産業振興のためには社会全体の近代化が必要であ
り,専売特許条例,職工条例,徒弟条例,工場律など
の社会立法の提案もなされていた｡ ｢徒弟条例｣の制
定は,慣習によって行われていた徒弟教育を,成文法
規による教育制度に改める方策である｡条例制定に向
けた｢徒弟条例の要領｣では,弟子の引受け,契約の
制限,修業試験,子弟の権利義務,解約などについて
も規定していた(斎藤177頁)｡
(1)佐久間貞一の職工教育論
民間活版印刷業の熱心な指導者で職工教育の提唱者
であった佐久間貞一は,手島の構想を以下のような視
点から支持した(豊原又男『佐久間貞一小伝』)｡職工
の地位下落は本邦工業技術の低下につながるとして職
工組合の設立を訴え,職工資格の確定と,そのための
職工教育の必要性を主張した｡
佐久間は,同盟罷業といえども職工の賃金を維持し
その地位の下落を阻止し,技能水準の維持をはかる機
能を持つとした上で,低賃金を強いられれば職工は手
間を省く他なく,当時,建築や各種の請負業の粗雑が
目立っていたことは,職工が手間を省いてその熟練の
技量を発揮しないことによるもので,このような状況
を改めたいと考えていた｡
技能の優れた職工が得られなければ工業の発達は望
むべくもなく,その存続も期待できない｡雇用主は営
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業上の競争に忙しく職業教育に留意する暇がないの
で,政府が職権を行使し職業教育に関する法制を整備
すべきである｡これを政府の民間への干渉というので
あれば,それは政府は不要であるというの同じであ
る｡熟練に加えて教育を施せばその職業はいよいよ発
達する｡政府は徒弟に対する職業教育に関する立法を
行い,これを強力に実施しなければならないと主張し
た(斎藤225頁)｡
(2)労役法及び工場条例についての調査
農商務省は工務局に調査課を設け, ｢労役法及び工
場条例｣についての調査を開始した｡これは職工及び
工場に関する初の全国調査であった｡この調査は
1882年から85年に及んだ｡この間,欧米の資料収集
も行い,法令の制定について東京商工会にも諮問を行
なっていた｡東京商工会は工場経営者と被用者,親方
と徒弟の間には種々の問題があり規整の必要がある旨
の答申をしている｡また勧業諮問会を開催し,業界の
意見聴取も行なっている｡業界は法令制定に賛成であ
るが,その内容として徒弟制度の旧慣の復活と維持を
期待していた(農商務省工務局調査課｢労役法及び工
場条例についての調査｣ 『商工行政史･上』)｡ 1886年
には農商務省はこれらの調査をふまえ問題点の整理を
行なっている｡その内容は,契約の書面化,解雇証
明,解約予告,即時解約,徒弟の採用制限,年齢規
刺,守秘義務,契約期間中に退職,引抜きなどの事項
である｡このように農商務省は雇用関係の近代化を図
り,徒弟制度の改善をすすめようとしているが,一方
で業界は雇用主の意のままに徒弟を使える旧慣の復活
を期待していた｡農商務省は整理した問題点について
勧業諮問会において検討を重ね, 1887年に｢職工条
例案｣と｢職工徒弟条例案｣の成案をみた(斎藤229
頁)｡
(3) 1887年の職工条例案と職工徒弟条例案
職工条例案と職工徒弟条例案はドイツ及びオースト
リアの｢営業条例｣を参考にしているが,新しい考え
方と旧来の考え方の妥協であった｡ ｢職工条例案｣の
徒弟に関する条項では,徒弟契約に試用期間を設ける
ことや,雇用主の同意を得ずして契約を破棄できる場
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合を規定したこと,また徒弟が職業の変更を希望した
場合の転業の規程を含んでいたことなどは,徒弟制度
を新しい社会制度にふさわしいものに改めようとする
進歩的な考え方が示されていた｡一方,それと同時
に,徒弟を雇用主の家族に付随するものと考え,雇用
主の家長的な統制に服すべきである規定したこと,徒
弟の競業避止義務や解約の際の規程,そして徒弟とし
てであれば工場製造所は8歳の子どもでも使役できる
としたことなどは旧来の考え方にそったものである｡
また, ｢職工徒弟条例案｣では,徒弟修業約定は10
年を越えてはならないこと, 16歳未満の徒弟には読
書,習字及び算術を教授することなどの規定があり,
徒弟に対する教育を確保しようとしていた｡なお,徒
弟制度の実態は地方により,また業種により多様で,
立法化に村する期待も多岐に分かれていたため,成案
を得るまでに多くの時間を要した｡
職工条例案と職工徒弟条例案は帝国議会で審議が重
ねられたが,ついに廃案となってしまった｡農商務省
の初期の徒弟,職工に関する立法化の努力は実らな
かったが, 1890年代末の農商工高等会議における工
場法案作成の動きの先駆的活動として労働保護立法史
上重要な意義を有する(斎藤231頁)｡
(4)農商工高等会議と工場法案
日清戦争後,紡績,製糸を中心として近代的機械産
業が確立し,鉄工業の発展も目覚ましかった｡一万,
1897年からは一転して景気が下降し,失業問題が広
がり,労働組合の結成,同盟罷業の発生と産業界は激
動の時期を迎えた｡農商務省では農商工高等会議を開
催するほか, 『職工事情』を刊行するなど一連の労働
政策の検討が試みられた｡しかし,この農商務省の労
働政策の試みは実施されることなく,その部分的な実
施すら大正期まで待たなければならなかった｡ 1890
年代日本の工業は多くの年少労働力,女子労働力に依
存しており,その保護と育成は大きな政策課題として
認識されていた｡
農商務省は1881年(明治14年)の設置以来,工場
労働の調査と労働者保護の法案作成のための各種の会
議の設立を企画し実施したが,実効は上がらなかっ
た｡当時,政府は壮丁保護の立場から労働者保護を考
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えていたのに対し,産業界は雇い主被用者間ならびに
師弟間の関係の乱れを立法によって規整することを考
えていた｡両者の立法化によせる期待は大きくくい
違っていた｡ 1887年の職工条例案と職工徒弟条例案
は産業界の反対で廃案となった後も,農商務省は労働
者,徒弟の保護のための法案作成に努力するが,業界
の厚い壁に阻まれて日の目を見なかった｡
農商務省は,日清戟争後の産業の発展と工場制度の
普及の機を捉えて｢農商工高等会議規則｣を公布し,
この会議において,労働者保護法案の作成にあたるこ
とになった｡この会議は, 1896年10月, 1897年3月
そして1898年10月の3回開かれた｡工場組織の拡大
は労働条件の劣悪化を伴い,労働運動の勃興を促して
いた｡ 1897年7月には片山潜,高野房太郎らによっ
て｢労働組合期成会｣が結成され,初の労働組合であ
る｢鉄工組合｣が発足した｡労使対立の激化,社会不
安の増大を防止する観点から,農商務省は農商工高等
会議を開いて,労働保護立法の法案作成に着手した｡
農商工高等会議における｢工場法｣の制定と法案に
ついての審議は,工場経営者側が立法によって経営を
縛られることを嫌い,労使の対立は慈恵的経営によっ
て収束が可能であると主張し,最終的に経営側委員の
手によって妥協案がつくられ,閉幕した｡ここで成案
をみた工場法案であるが,当時の政局の混乱や大日本
紡績連合会などの反対により1911年まで立法化が遅
滞した｡明治14年の農商務省の設置から明治44年の
工場法制定まで実に30年の歳月が経過していた｡工
場法の制定を受けて,近代的な企業内教育が本格化す
ることになる(斎藤236頁)｡
(5)工場法案審議における徒弟制度の検討
1896年の第1回農商工高等会議では,ヨーロッパ
の幼年職工(10歳から13歳),少年職工(13, 4歳か
ら18, 9歳)の保護状況の概要が資料として配布さ
れ,フランス,ハンガリー,イギリス,デンマークな
どの幼少年職工教育の状況が示された｡当時,日本の
工場内の徒弟制度については,若干の同業組合の規約
の中で徒弟及び徒弟教育に言及されているに過ぎな
かった｡しかも規約をもっている同業組合がその面で
進歩的であるとは必ずしもいえなかった｡幼少職工を
多用しすぎる同業組合では,小学校の義務教育との関
連でその保護を無視できなかった｡また雇用主ではな
く徒弟に義務を課す規約も多かった｡業務の余暇を
もって徒弟に修身,読書,算術,習字等の学科を学ば
せるとした京都染業組合の規約はまったく例外的で
あった
1898年の第3回農商工高等会議の審議の中心は,
｢労働安全衛生｣に関する工場の取締にあって,幼年
職工や徒弟の教育についてではなかった｡しかし｢工
場法農商務省案｣ 12条及び24条では幼年職工や徒弟
の教育に関する条項が含まれていた｡同法案12条で
は,尋常小学校の教科を卒ていない14歳未満の職工
に工場主は自らの費用で相当の教育を与えることとし
ている｡また24条では,工場主が徒弟の養成を行な
う場合には徒弟規則を作り所管官庁の許可を受けるも
のとしている｡当時,職工の雇入れについて制限はな
く,農商務省は12条で徒弟の採用を尋常小学校を修
了したものに限定しようとしたが,多くの賛成を得ら
れなかった｡また24条の教育条項を含む徒弟規則は
改正案には残らなかった｡この農商工高等会議の議長
は渋沢栄一が指名されていたが,渋沢は多忙を理由に
一度も出席しなかった｡産業界の態度はここにも如実
に示されている(斎藤239頁)｡
これより前,文部大臣井上毅も実業補習教育振興の
ために被用者の学校出席を保障する必要性を考えてお
り(文部省｢市町における実業補習学校に関する
件｣),工場制度拡大が勤労青少年を非教育的環境に陥
れるものであるという手島の意見に同意していた｡し
かし,成立した｢実業補習学校規程｣には,被用者の
学校出席を保障する義務を雇用者に課す条項は規定さ
れなかった(斎藤222頁)｡
5　重工業における企業内教育
日露戦争後の近代産業は重工業部門を中心として確
立されていった｡釜石から八幡に派遣された熟練工ら
の技能によって1901年に開設された官営八幡製鉄所
は, 1904年の第三次火入れから,ようやく高炉の出
鉄が軌道に乗り,独自の操業技術を確立した(釜石商
工会議所『釜石から八幡へ』平成21年)｡同製鉄所は
経済的,軍事的必要から鉄鋼の自給を目的として創設
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されたが,日露戦争でさらに拡張され,重工業の基礎
として,その発展に大きく寄与した｡ 1911年の時点
で同製鉄所は国内生産高のうち銑鉄の73%,鋼鉄の
95%を生産していた｡大工業生産の発展を支えた原
動力として電気事業の飛躍的な発展もこの時期に著し
かった｡一方で,農林水産業の総生産額は,絶対額と
しては増加しながらも,相対的には減少している｡第
1次産業の発展は停滞的となっていた(細谷64頁)｡
(1)賃労働の形成と熟練労働力の不足
近代産業の確立とともに,賃労働者の顕著な増加が
みられた｡官営工場では1894年に1万5000人であっ
たものが, 1909年には14万人に,また民営工場でも
1893年の28万人が1905年には59万人に増加してい
る｡民営工場では,繊維関係の女子労働者が60%を
占めていたが,金属機械工業では男子労働者の増加が
著しかった｡鉱山労働者も1893年の9万人から1909
年には23万人と大いに増えている｡
明治以降,農業技術の進展等もあり,農村人口は急
速に増加したが,農家戸数は明治中期以降ほぼ550万
戸と一定し,農業就業人口も1400万人程度で,ほぼ
固定していた｡このため農村人口の自然増加分はたえ
ず非農業部門へと流出せざるを得なかった｡この時
期,発展著しい都市の第2次産業,第3次産業がこれ
を労働力として吸収していった｡流出者の多くは農村
の次男三男であり,また女子であった｡とくに女子の
多くは嫁入りまでの労働者として,年季出稼ぎ的性格
をもっていた｡当時の繊維工業はこうした女子労働力
によって支えられていた｡
この時期の企業は,輸入した機械や技術によって操
業し,急速に生産を拡大していた｡このため熟練労働
力の恒常的な不足に悩まされていた｡結局,機械の精
度の方を犠牲にして,未熟練労働力の大量投入によっ
て生産を拡大する方法がとられた｡外国から輸入した
最新鋭の機械も,労働力の質的水準に合わせて淘汰さ
れることになり,世界的にみれば,旧式機械を使った
労働集約的な操業が行われていた｡
こうした条件のもとで労働生産性を上げるために
は,下級技術者や監督者が多く必要となる｡そこで農
村の過剰人口のうち中農,自作農の子弟は交通,通信
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などの官営企業の労働者となったり,民間企業に入っ
て下級技術者や監督的地位を得ようとつとめた｡そし
て企業側はこの監督者に封建的な身分意識を植えつけ
る一方で,一般労働者には劣悪な労働条件を強いるこ
とになった(細谷66頁)｡
(2)上級職工養成のための企業内補習教育
すでに労働に従事している年少労働者を対象に,職
業に関する知識や技術を授けて,その資質を高める方
策が,日清,日露戦争をはさんだ時期から,様々な形
態をとってあらわれてきた｡その一つとして,工場内
の職工を外部の教育機関に委託して,上級職工を養成
する目的で教育を受けさせる｢委託教育｣の制度があ
る｡ 1894年から小野田セメントは毎年1名の職工を
工手学校に通学させ専門的な知識,技術を習得させて
いたが,結果が良好であったため,会社施設内に教育
施設を設けている｡芝浦製作所,石川島製作所,東京
瓦斯などはこの委託教育を比較的大規模に実施し,
1905年からは各工場の一部職工を東京府立職工学校
の適材教育部で教育することにした｡職工全部を対象
にして,事業所内に教育機関を設け,就業時間外に教
育を施す例もあった｡ 1900年に小野田セメントは,
小野田夜学会を設け, 1907年には月島機械会社が黒
板徒弟養成所を設けた｡これらの機関は一般に｢補習
教育｣と見倣されているが,数学,図学,力学,製図
など工業技術関係の学科の指導を相当に重視していた
(細谷80頁)｡
(3)三菱長崎造船所の企業内教育と徒弟制度
①　技能工養成と徒弟制度
重工業の急激な発展は,技能工養成のための本格的
な徒弟制度を必要とした｡三菱長崎造船所は1890年
に｢職工見習規則｣を制定し,徒弟制度を企業内教育
の制度として位置づけた｡教育訓練の内容,程度につ
いては職場ないし親方職工に委ねられていた｡この規
則はその後2分割され,職工修業規則と見習職工規則
とになった｡前者は1899年に制定され,教育訓練後
の労働移動を禁ずるため修業生の賃金の中から身元保
証金を積ませる制度を採用し,職場を点々と移る職人
気質を改めさせ,造船所が安んじて教育投資を行なえ
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る条件を作り出すものであった｡
教育訓練は仕事が終わった後,毎日1時間半程度工
場内で行なわれた｡また,見習職工規則は,修業職工
への予備教育を整えるもので,これまで手伝いなどに
使われていた幼年職工を対象として教育訓練を施すこ
とを目的としていた｡この見習職工規則に基づく制度
は修業職工教育の質的な向上を求める進歩する生産技
術の側からの要請であった｡見習い職工は,修業職工
の候補者で,その教育は修業職工教育の予科課程とみ
なされていた｡この制度の新設により技能工の養成水
準が一段と向上した｡三菱長崎造船所の企業内教育の
整備は,年少労働力の利用や確保のためのものではな
く,造船技術の進歩に応じた技能工の養成のためのも
のであった｡
②　造船奨励法と三菱工業予備学校
政府は1896年｢造船奨励法｣を公布した｡この法
律は大型鉄鋼船の建造に補助金を支出することにより
造船業の技術の進歩を促進することを目的としてい
た｡この法律は具体的には三菱長崎造船所を補助の対
象としたものであり,同造船所はこれを受けてこれま
での1000トン級から一挙に6000トン級へと建造能力
を拡張する｡しかし,当時の低い技能,技術水準では
6172トンの常陸丸建造を工期内に完了することがで
きなかった｡職工教育の整備は常陸丸建造の顛末を教
訓としていた｡
1899年6月三菱長崎造船所は,熟練の手腕を有し
学術の素養に富める技師,技工の養成を目的として所
内に三菱工業予備学校を設立した｡この学校は,全日
制で修業年限5年の工場学校で,学校教育方式を採用
した企業の運営する教育機関であった｡英語の教科書
を使い,物理,数学,化学などの関連学科目を揃えて
いたが,社会科系統の科目は配置されず,実習も行な
われなかった｡
(彰　理論学習と技能習得の一体化
三菱工業予備学校はイギリスの造船技術学校を参考
にしたものであり,予備教育が目的で,本格的な造船
教育は卒業後,造船所に就職した後に5年間,職工修
業生として受けることになる｡授業料を徴収せず,追
船所-の就職の義務もなかった｡この工業予備学校の
教育は,職工修業生教育と結合して始めて完成教育と
なる｡学校教育方式による理論学習と徒弟教育による
技能習得の一体化の試みでもあった｡造船業の生産技
術の進歩がこのような試みを必要とさせた｡この工業
予備学校の教育は後の企業内教育の先駆的な実践例で
あった(斎藤256頁)｡
(4)八幡製鉄所の幼年職工養成所
日露戦争後,産業技術は大いに進展し,家内工業,
手工業は大規模な工場生産に各地でみちを譲ることに
なった｡これにともない,伝統的な徒弟養成の欠陥が
露呈し,入職した徒弟に村する技能養成のあり方が問
われることになり,新しい徒弟養成の施設を設置する
ことが求められるようになった｡
八幡製鉄所は1910年に幼年職工養成所を設け,本
科生70名を募集して教育を開始し,新しい徒弟養成
の試みを始めた｡しかし,企業内における教育施設の
設置は少なく,委託教育によるものが多かった｡大正
期に入ると上級の技能を持った職工に対する需要はさ
らに増加し,企業内での徒弟養成もレベルアップが求
められた(細谷80頁)｡
八幡製鉄所の｢幼年職工養成所｣は, 1910年に製
鉄所職工として必須の技術を教授し優れた職工を養成
することを目的として設立された｡ここではドイツの
制度を念頭に置いた｢子飼いの優秀な熟練工｣の養成
を基本方針として,生産教育を中心にした幼年職工教
育を実施することになった｡八幡製鉄所の幼年職工養
成所は,学校教育のもつ開放性と理論中心の教育課程
にともに与せず,別個の工場内訓練施設を目指してい
た｡
この養成所によって職工の中に｢子飼い｣による階
層的秩序が形成されていった｡それは企業内という狭
い範囲に教育訓練を閉じ込めることによって成立する
秩序であった｡そして,教育訓練の作用を高めながら
その効用を企業内に限定する傾向をもっていた｡この
傾向は次第に日本の企業内教育の基本的性格を形成し
ていく｡ 1911年の日立製作所工場徒弟学校, 1915年
の住友職工養成所, 1919年の神戸三菱職工学校など
の日本の戦前の代表的な企業内教育機関はいずれもこ
の傾向を示していた(斎藤260頁)｡
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結
本稿で考察の対象とした明治10年代から大正初年
までの時期は,日本が産業の近代化を急速に推し進め
資本主義の経済体制を確立させた時期でもある｡この
中で｢松方財政｣による国家規模での原始的蓄積の強
行は近代産業発展のための資本と｢自由な｣労働力を
二つまでも用意した｡松方財政により地方産業に対し
て完膚なきまでに遂行された国家的収奪は以後,今日
にまで続く日本経済の二重構造を創出することになっ
た｡職業教育訓練はこの時期の産業政策に対応して主
として農商務省の手で実体面の整備が進められ次第に
学校制度として立法的に確立されていく｡実業教育費
国庫補助法の制定により実業教育関係の諸学校は大い
に普及を見ることになった｡また日露戦争をへて産業
の重化学工業化が進展するが,熟練労働力の不足に苦
悩する企業は徒弟制度の企業内教育への合一を試み
た｡企業内の教育訓練にあわせて｢子飼い｣による職
工養成も見られるようになり,日本企業に独特の企業
一家主義的な教育訓練と労務管理もこの時期から始ま
る｡このように日本の資本主義の発展の特質に対応し
て職業教育訓練も個性的な展開を示すことになる｡な
お本稿では詳しくは触れていないが,職業教育訓練の
中でこの時期に最も広範に展開されたのは農業教育で
ある｡軽工業,重工業が著しく発達しても産業におけ
る農業の比重は当時,多くの面で圧倒的であり,職業
教育訓練も当然にこれに対応していた｡また,この時
期の商業教育についても別稿で検討する｡
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